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E 公共事業と構造「改革」路線
(3) 森政権の日本「新生」路線と IT基本戦略
①森(I自公保」連立)政権の成立と銀行支援拡大策
1 .森首相の所信表明演説
イ.森政権の成立をめぐる諸問題
森(I自公保」連立)政権は，小測恵三前首相の緊急入院から 3日目というス
ピードで4月5日に成立した。その過程については，“密室談合"などがあっ
たという批判とも関連して，首相就任に至った政治プロセスと小前j前首相の病
状の進行とが適合するのかどうかという問題があり (l)，森首相にはその経過を
明らかにする責任があったが，遂に果たされずに終わった。森喜朗政権が誕生
した途端， 日本の政治は大混乱に陥ったが，その直接の原因は，森首相のこれ
までの相次ぐ「失言」だけではなく(2L森政権成立経緯の不透明さにもあった。
つまり，内閣が総辞職した場合には連立を解消するのが通例であり，森政権が
国民の審判を経ないで結合した「自公保」連立の政権であったから，解散・総
選挙が当然の筋道であった。森政権がやるべきことは，むしろ「選挙管理」内
閣に徹して，代表質問や党首討論などを通じて国民の前に争点を鮮明にし，す
みやかに総選挙を実施することにあったといえるO したがって， 4月5日の森
新政権発足を受け，全国，地方各紙は社説でいっせいに“総選挙で正統性を問
え"などと掲載して解散・総選挙に言及したのであった(3)O
ところが，首相の初会見では〔4)，“ 1年8カ月，党の側から小測政権を支え
てきた。私は小淵前総理の敷かれた路線を継承する"などと国家財政を破綻に
追いやった小測路線の継承を明言し，ゼネコン型公共事業への大盤振る舞いと
銀行への税金投入策の促進を宣言したが，前首相が 1年半の在任中に国と地方
の借金を100~包円以上増やし，累計で645~包円，国民 1 人当たり 500万円を超え
るまでに拡大した放漫財政をどう再建するか，ということへの回答はなかった。
さらには，“小測内閣の継承"を語い文句に首相以外の全閣僚再任という，文
????
字通りの“小淵亜流政権"を自認さえしたのであるO
不景気の深刻化，失業者の増大，中小企業の倒産，そのような中でスタート
した介護保険制度や年金切り下げ法の強行など，暮らしの先行き不安が強まる
状況で，病気で倒れた前首相への同情だけによって自公保連立政権が支持され
るほど世間は甘くはなかった。共同通信社の 7日付け世論調査では，自公保連
立を“評価する.Q"2お5.0%に対して“評価せずず、"54.2%と過半数以土が
であり仇，国民は明らかに政治の転換を強く求めていたO そのような情勢下で，
森首相の所信表明演説は行われたO
ロ.所信表明演説の内容とねらい(5)
所信表明演説は， rはじめに」から「時代認識」につづいて，“わが国が目指
すべき姿"として， r安心して夢を持って暮らせる国家J，r心の豊かな美しい
国家J，r世界から信頼される国家」などの 3つの「国家」を提起し，最後に
「むすび」とする構成であった。
まず， rはじめに」では，“最近相次いで公務員の不祥事が起きていることは
極めて遺憾"であるとして，“治安の維持に重要な役割を果たす警察の制度や
運営について警察刷新会議における精力的な議論を踏まえ見直しを図るなど，
抜本的な取組を進め，国民からの信頼の回復に全力を尽くす"などと弁明した
が，警察の腐敗は，森政権スタート後，早くも新たな展開をみせ(6)，警察の隠
ぺい体質や警察の腐敗行為を許してきた行政の責任をどう正すのかが問われた。
しかし，一連の警察腐敗の責任を負うべき保利国家公安委員長を再任し，前政
権が設置した“警察刷新会議の議論を踏まえ見直しを図る"などと無責任な言
い訳に終始していた。
次いで「時代認識」では，“私は本内閣を「日本新生内閣」として(中略)
前総理の施政方針を継承しながら施策の発展を図り，内政・外交の各分野にわ
たり，果断に政策に取り組んでまいります"と述べ，財政を破綻に陥れ数々の
腐敗・疑惑にも対応能力を示さなかった小淵前政権の路線継承を改めて宣言し，
森首相自らが「日本新生内閣」などと名づけたが，前首相が掲げた「経済新生」
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を「日本」に“格上げ"してみせただけで，自民，公明，保守三党による連立
政権の枠組みだけが新しく生まれ変わったにすぎなかった。
さらに，“わが国が目指すべき姿"の第 1に掲げた「安心して夢を持って暮
らせる国家」については，“わが国経済は，雇用情勢などの面で厳しい状況を
なお脱してはいないものの緩やかな改善を続けております。設備投資を始めと
する企業活動に積極性が見られるなど自律的回復に向けた動きも徐々に現れ，
経済は明るさを増しつつあります。この機を逃さず，公需から民需へのバトン
タッチを円滑に行い，景気を本格的な回復軌道に乗せていくよう全力を尽くし
ます。雇用対策にも万全を期し，国民の雇用不安を払拭するよう努めてまいり
ます"などと言明したが，首相が「最大の責務」という経済の回復は一向に好
転するような動向を示さなかったばかりか， 5 %目前にまで悪化した完全失業
率の重大さにもかかわらず，所信表明では，“雇用対策にも万全を期し，国民
の雇用不安を払しょくするよう努める"というだけの空虚な内容でしかなかっ
た。“需要面で大きな鍵となるのが，消費の動向"と政府の報告書(rミニ経済
白書J) も指摘していたが，持続的に景気が拡大していくために不可欠な低迷
する消費の回復には一言もふれずに，“景気を本格的な回復軌道に乗せる"な
どと無責任に言明してみせただけだったのである O
また，“ 1T革命を起爆剤とした経済発展を目指す"などと 1T I革命」を
重点政策に設定すると強調し，それとの関連で，“平成13年度予算編成に際し
ては，来年 1月の中央省庁再編の理念を踏まえ，経済財政諮問会議で経済財政
政策の総合調整を図るとの考え方を先取りし，私自らの主導で， 21世紀のスター
トにふさわしい予算編成を行ってまいりたい"と財政主導の 1T I革命」関連
の公共事業促進による経済発展を明言した (7)。
一方，国民生活に直接に影響を与える社会保障関係については，“世代聞の
負担の公平化を図るための年金制度改正法案が国会で成立し，またこの 4月か
らは介護保険制度がスタート"したと述べるだけで，幹事長時代に何故に年金
「改悪」を強行したのかの説明は全くなく， 4月1日にはじまった介護保険に
、? ????????
関しでも，各地で噴き出ている負担問題やサービス不足問題については，たっ
たの一行，“介護保険制度がスタート"というだけで，年金，医療，介護は，
“社会保障構造のあり方について考える有識者会議"任せとした。
森首相が“一貫してとりくんできた"と自負する教育については，“わが国
が目指すべき姿"の第 2に掲げた「心の豊かな美しい国家」で，“思いやりの
心や奉仕の精神，日本の文化・伝統の尊重など日本人として持つべき豊かな心
や，倫理観，道徳心を育むという観点からは必ずしも十分でなく，こうしたこ
とが，昨今の学級崩壊，校内暴力等の深刻な問題を引き起こし，さらには社会
の風潮に様々な影響を及ぼしている"と断言し，のちに「神の国」や「教育勅
語J発言とも関連させて問題を引き起こすことになった。
“わが国が目指すべき姿"の第3に掲げた「世界から信頼される国家」では，
“九州・沖縄サミットが，いよいよ目前に"に迫っているとして，“普天間飛
行場の移設・返還問題など，沖縄の抱える諸課題の解決に向け全力を尽くして
まいります"と強調したが，その結果が全くの裏腹であったことは既に述べた
ところである (8)。また，特筆すべきは，“有事法制につきましては，法制化を
目指した検討を開始するよう政府に要請するとの先般の与党の考え方をも十分
に受け止めながら，今後，政府としての対応を考えてまいります"と明言し，
国民生活を戦争体制に組み込む有事法制について，歴代首相の演説としては初
めて“法制化を目指した検討"に言及したことであった。このあと，有事法制
が研究の段階から大きく動き出す契機となったのは， 2000年10月にアーミテー
ジらが米国防大学国家戦略研究所での特別報告で， 日米同盟関係の米英関係と
同質レベル化，集団的自衛権の行使，有事立法，機密保護法を含むガイドライ
ンの誠実な実行などに言及するが， これに呼応して，わが国の有事法制実現へ
の動きは一段と活発化する。森首相の“法制化を目指した検討"は，その大き
な弾みとなる宣言となった。
「むすびJでは，“「日本新生」の実現を目指す取組は，言い換えれば， こ
の度の三党連立政権合意の中にある「日本経済の新生と大胆な構造改革」に果
-8 (8) -
敢に挑戦していくこと"であり，“構造改革は時として痛みを伴います"とし
て自公保の連立合意の「構造改革」が国民に「痛み」を強要する内容であるこ
とを明らかにした。
ハ.財界の期待と要求
以上の所信表明は，その後に展開される「神の国」発言や「教育勅語」賛美，
アメリカの世界戦略に呼応した有事法制への積極的取り組み，さらには， 日本
「新生」や構造「改革」と関連した 1T基本戦略など，まさしく有機的一体の
路線であったと同時に，森政権成立以前からの財界の期待する構造「改革Jに
呼応する路線だったのである。
そこで，次には， 2000年1月の経団連会長新年メッセージ「構造改革を断行
し， 21世紀に向けた飛躍のための総仕上げの年とする」と題した財界の要求に
ついて言及しておこう (9)。すなわち，そこでは，“日本経済は，漸く底を打っ
たが，先行き予断を許さない"として，“景気回復を実現するには，構造改革
の断行が焦眉の急"であるこを主張し，“本年を， 21世紀に向けた飛躍のため
の総仕上げの年とすべく，抜本的な税制・法制の改革，大胆な規制改革の断行，
持続可能な社会保障制度の確立など諸改革に真正面から取り組むとともに，産
業競争力の強化を図る必要がある"と断言して，“これらの課題を達成するに
は'¥“強力なリーダーシップを発揮して，積極果敢に改革を推進していくこ
とが求められている"と強調した。また，経団連としては，“このような認識
に立って，以下の施策のスピーディな実現を通じ，自己責任原則の下に，自由・
公正・透明な市場経済体制の確立を図っていく"と強調し，“スピーディな実
現"をすべき施策として，連結納税制度の早期導入，会社分割法制・税制の整
備，直間比率の「是正J，高コスト構造の「是正J，企業年金制度の見直し(確
定拠出型年金の導入，厚生年金基金代行部分の返上)などを提示したが， さらには，
安定的な金融システムの実現と効率的な資本市場の整備， I小さな預金保険制
度」を目指したセーフテイネットの整備，金融サービス法の早期制定，資本
市場インフラの拡充， 21世紀の科学技術，産業技術を支える人材の育成のた
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めの教育「改革J，戦略的・効率的な社会資本の整備，交通・物流に係わるイ
ンフラの重点的整備(大都市圏の環状道路，拠点空港)などとともに，高度情報
通信社会に対応した基盤の整備，行政，教育など公的分野の情報化(電子政府
の実現等)，情報通信サービスの利便性向上，電子商取引のための基盤整備な
ど， 1 T関連の諸施策を要求したのであるO
今後，これらの諸要求に対しては，森政権によって着実に実現をめざして諸
施策が講じられていくが，その第1の着手が，預金保険法の「改正」であった
といえよう。
2.預金保険法「改正」と公的資金投入枠の拡大
イ.預金保険法「改正」の内容
所信表明ではほとんど触れられなかった大銀行支援の強化策である2000年5
月の預金保険法「改正」は，“安定的な金融システムの実現"と“効率的な資
本市場の整備"， I小さな預金保険制度」をめざす“セーフテイネットの整備"
などの実行を迫る経団連会長の新年メッセージ「構造改革を断行し， 21世紀に
向けた飛躍のための総仕上げの年とする」への対応策でもあった。
すなわち，預金保険法「改正」とは(10)，いわゆるペイオフ解禁を l年延期と
して， 2002年3月末まで預金を全額保護することを口実にして， 60~包円の公的
資金の枠組みを温存すると同時に，新たに 6兆円の交付国債の積み増しなどで
70兆円の規模に拡大させ， 2002年4月以降も銀行への恒久的な税金投入継続の
道を開く規定方針の政策であった(1九
規定方針であった理由は，すでに99年7月に大蔵省が，銀行支援のため98年
10月に整備した60兆円の公的資金枠のうち， I預金者保護」を名目とした交付
国債7兆円と政府保証付き借り入れ10兆円との構成であった「特例業務勘定」
17兆円の枠組みを見直す方向で検討に入り，一時国有化した日本長期信用銀行
や日本債券信用銀行の処理にともなう巨額損失の穴埋めが予定されているため，
蔵相も“交付国債が7兆円ではいずれ足りなくなる。その場合は，預金保険法
の改正と予算措置が必要となる"と答弁して交付国債増枠不可避との考えを示
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したことでも明らかであった(12)0
6，850億円をつぎ込んだ96年の「住専」処理を皮切りに，公的資金投入を柱
とした大銀行支援策が拡充されつづけてきたが，預金保険法「改正」によって
公的資金枠を70兆円という90年代はじめの国家予算にも匹敵する巨額の規模に
拡大されることになった。さらに特筆すべき点は，新たに「金融危機への対応」
勘定を設けて，大銀行の株式買い取りなどによって資本増強や一時国有化の仕
組みが継続され，財政資金を含む公的資金投入が恒久的な枠組みとして盛り込
まれたことである(13)。
「金融危機の対応」という緊迫状況については，首相が“次に掲げる措置が
講ぜられなければ，わが国または地域の信用秩序の維持に極めて重大な支障が
生ずるおそれがあると認めるとき'として， このような場合には，“金融危機
対応会議の議を経て，当該措置を講じる必要がある旨の認定を行うことができ
る"と規定されていたが，これでは政府の勝手な判断で際限なく税金が投入さ
れ，“公的資金による処理"への依存という大銀行のモラルハザードが永続化
され，逆に金融システムの基盤を崩壊させる危険があった。早くも 6月には，
新生銀行(旧日本長期信用銀行)保有の大手百貨庖「そごう」債権を買い戻すな
どの一連の措置で，この条項が発動されることになったのであるO
ゼネコン支援の公共事業とともに，到底納得できないのが，こうした銀行へ
の70兆円の支援策であり，長期にわたる超低金利あるいはゼロ金利政策であっ
た。大銀行を中心に，銀行は一方では公的資金の注入を受け，他方ではゼロ金
利政策によって，莫大な業務純益をあげていたにもかかわらず， 70兆円の支援
策の大義名分は，すべて「金融システムの安定」にあるとされた。しかし，中
小企業への貸し渋りは解消に向かうどころか，かえって激しくなったのであ
る(ヘ銀行融資から排除された多くの中小企業は，超高金利で暴利をむさぼる
悪徳商工ローンや日掛金融の餌食にされることが少なくはなかった(ヘこの悪
徳商工ローンに資金を供給してきたのが，公的資金の注入を受けた大銀行であ
り，これほど金融行政の不公正さ，歪みを象徴するものはなかったといえる。
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アメリカでは， 1977年に成立した連邦法である「地域再投資法J(C RA)に
よって銀行にその地域の中小企業や国民の要求に対して資金を供給する仕組み
がつくられているが (161 わが国で公的資金の注入を受けた銀行の貸し渋りが
横行するのは，実効性を確保するための仕組みゃペナルティーがなかったから
である。
ロ.公的資金拡大のねらいと背景
森政権=金融再生委員会は， 6月30日に公的資金約1，000億円や税金約200億
円以上を新たに投入して，新生銀行保有の大手百貨庖「そごう」向け債権を買
い戻すなどの一連の措置を了承した。預金保険法「改正」の本領がまさしく発
揮されたのである O
新生銀は2000年3月1日に一時国有化が終了し，米国のリップルウッド社を
中心とする投資ファンド(パートナーズ社)が100%支配する外資系民間銀行に
なったが，一時国有化が終了するまでに旧長銀に投じられた破綻処理費用など
の公的資金(税金投入)は 7兆円弱であり， うち，返ってこない公的資金が約
3兆7，000億円にものぼった。
一時国有化の間，政府は旧長銀を公的資金の大量投入によって“超優良銀行"
に仕上げ， 10億円という，ただ同然で米国のリップルウッド社を中心とする投資
ファンド(パートナーズ社)に譲渡した。さらには，政府・金融再生委員会(当
時の委員長は越智通雄金融相，その後， I手心」発言で辞任)は，パートナーズ社と
預金保険機構で結んだ契約書 (2000年 2月9日付)で「暇庇担保特約」特典ま
でつけた。この「特約」は，新生銀行保有の個々の債権について，貸倒引当金
でカバーされない部分に譲渡から 3年以内で 2割以上の減価(損失見込み)が
認められる場合，その債権を公的資金を使い，譲渡時の評価額で預金保険機構
が買い戻すという内容であった。「そごう」向け債権の買い戻しは，この「特
約」を外資系の新生銀行がフルに“活用"した結果だったのである(17)0 Iそご
う」は“株主利益を極大化するため"にバブル時の放漫経営などが原因となっ
て， 2000年 2 月期の連結決算で~5 ， 800億円の債務超過に陥ったのであり， Iそご
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うJの経営責任は重大であったが，事実上の支配力を行使してきたメーンバン
クなどの金融機関の責任も免れるこはできなかった。「そごうJが発表した再
建案は， 73金融機関に総額6，319億円の債権放棄(借金の棒引き)を求める内容
であった。メーンバンクの日本興業銀行が1，893億円の債権放棄を応諾し，融
資額2位の新生銀行を除き，他の関係金融機関も債権放棄に応じる方向であっ
た。これらに対比して，貸倒引当金 (1，000億円)の範聞内でカバーできる970
億円の債権放棄すら応じなかった新生銀行の異常な態度は際立っていた。新生
銀行の関係者は“株主利益を極大化するのが，すべての株式会社である"と語
るなど，銀行業の社会的責任の自覚すらなかったのである O
新生銀行に対しては， Iそごう」のほか，大手ゼネコンの「ハザマJも債権
放棄を求めた。旧長銀と同様，一時国有化された日本債券信用銀行も，受け皿
金融機関への譲渡契約で，同じ「特約」が盛り込まれることになっていた。金
融再生委員会は，預金保険機構が新生銀行から「そごう」グループ向け貸出債
権・約2，000億円を買い戻し，そのうち970億円の借金を「棒引き」することを
承認したが，その決定による70兆円の公的資金投入枠や「特約」を使った債権
の買い戻しが，とめどもない公的資金の投入となり，金融機関・大企業の「モ
ラル・ハザード」をもたらす危険をまざまざとみせつける結果となったのであ
る(問。
こうした公的資金枠拡大の背景には，アメリカの圧力が存在した点を看過し
てはならないところであろう。すなわち，公的資金による銀行支援枠を30兆円
から60兆円に拡大したときの背景には，アメリカ側の圧力が存在したことを元
大蔵省財務官がテレビに出演して証言していることでも明らかで、あったといえ
る(へその証言とは，同財務官が，“ (98年9月22日の日米首脳会談で)クリント
ン大統領が(それまでの公的資金枠拡大に消極的な姿勢から)方向を転換させて，
日本は破たん前の金融機関に大量にしかも早急にお金を投入すべきだと(小淵
首相に正式に)いったことが60兆円への公的資金枠拡大強行の大きな転機になっ
た"と明言し，また，“私は 9月21日に首脳会談前に小測さんと夕食をとって，
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いろいろと打ち合わせをして，私はワシントンから帰ってきたところでしたか
ら， rこれは，アメリカの方針変わりますよ，これを受け入れて，共同宣言に
書いて，一気に日本の政策を変えましょう」と，お話ししたことがある。小測
さんは「わかった，それでいこう」とれ、った)"と説明し，さらに，“その
(首脳会談の)あとで自民党はそれでいくんですけれども，野党は(反対の)共
闘を組んでいたんですけれども，公明党が自民党に賛成するわけです。いまの
自公体制の実は原点がここにある(中略)それ(日米首脳会談)を受けて，小
測さんは方針を大きく変更して，それでしかも公明党対策をやって，自公が中
心になって60~包円を用意した"などと詳細に明らかにした内容であった。
こうした証言からも判明する日本の対米従属的関係に対応にして， 1971年7
月1日に設立された特別法人である預金保険機構も，当初，破綻金融機関の預
金者保護を金融業界の保険料負担で行い，わが国の預金保険制度を担った銀行
業界の互助組織であったが， 90年代後半以降の自民党政権による大銀行支援策
の拡大にともなって事実上の施策実行下部組織に変質し， 2000年7月6日には
銀行支援の公的資金投入枠70兆円勘定を管理・掌握する機関となるに至ったの
である。
ハ.金融庁の発足
96年設置から金融機関の検査・監督行政を担当してきた金融監督庁と金融法
制の企画立案機能をもった大蔵省金融企画局とを統合した金融庁が2000年7月
1日に発足した(2九いわゆる「財・金分離」は，住専処理問題や接待疑惑など
をめぐる大蔵省批判の中で決まったが， 2002年4月のペイオフ解禁を担うこと
になった。
金融庁の体制は，監督部，検査部に企画立案担当の総務企画部を加えて 3部
体制となり，法律の整備から執行まで金融行政を一貫して担う極めて権限の強
大な組織となった。検査・監督部門は金融安定化に向け破綻処理の仕上げと再
編の推進が課題となり，企画部門は，ぺイオフ解禁後の健全な金融市場構築の
ための関連法制の整備が求められることになったのである。
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金融庁の当面していた課題は，破綻金融機関の預金を全額保護する特例措置
が2002年3月には打ち切られることへの対処や，中小企業金融など本来的な意
味での金融システムの安定化を図ることなどにあったが， 日本債券信用銀行の
ソフトバンク連合への譲渡問題で批判が集中した「暇庇担保特約J(譲渡後に貸
出債権が 2割以上減価した場合，預金保険機構が簿価で買い取る契約)については，
日野正晴金融庁長官の見解によると，“特約を見直せば，ソフトバンク・グルー
プとの契約の維持は不可能になる"との理由から“見直しは現実問題としては
不可能"などとする認識を示した。その上で，国が一方的に譲渡契約を解除し
た場合，損害賠償責任を問われ国民負担がいっそう増大し，新たな買い手が現
れても，多額の引当金の積み増しが必要になると指摘し，一方，“単に債権放
棄の要請を受けたから破庇が生じたとか， 2割減価したから買い戻すといった
ことに結び付かない厳格な契約の解釈が必要になる"として，預金保険機構と
金融再生委員会に対して暇庇担保特約の厳格な運営を求めるという消極的姿勢
にとどまっていた(21)0
泥沼のツケ回しの根源には，大銀行に湯水のように公的資金を注入し，一時
国有化までして長銀と日債銀の経営を丸抱えにした70兆円の銀行支援策があり，
その上に「暇庇担保特約」によって際限のない国民負担のレールを敷いたこと
が， 1"そごう」救済の枠組みに連結していったのである。このとき，大義名分
とされたのが預金者「保護」であり，金融システムの「安定」であった。だが，
「そごう」問題は端緒にすぎず，新生銀行と一時国有化されている日債銀には，
ほかにも経営危機の大手ゼネコンや流通企業などを抱えていたので、あり，政府・
与党の公的資金による大銀行甘やかし政策の矛盾と破綻が明らかであった。銀
行の不始末は銀行業界自らの負担と責任で処理する体制に転換することが真剣
に検討されるべきだったのである。
3. r神の国」発言と総選挙
イ.森首相の戦後認識と適格性
森首相は，神道政治連盟国会議員懇談会結成30年祝賀会 (4月15日)で“今
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私は政府の立場ですから，及び腰になるようなことをしっかり前面に出して，
日本の国，まさに天皇を中心としている神の国であるぞということを，国民の
みなさんにしっかり承知していただくというその思いでわれわれが活動をして
30年がたった"と語ったが(ベおよそ“天皇を中心としている神の国"などと
いう認識は，言うまでもなく，特別な日本帝国こそ世界制覇の資格があるとし
て軍国主義，侵略主義の精神的推進力となった「神国日本」の思想であり，戦
後の国民主権を明記した日本国憲法とは到底相容れられいアナクロニズ、ムであっ
た。ましてや，憲法尊重擁護の義務を負う総理大臣が公然と持ち出すなど前代
未開であり，侵略戦争に対する反省・謝罪の国会決議を阻止する組織(神道政
治連盟国会議員懇談会)に所属して，その中心メンバーとして活動していること
と併せて，批判と驚きの声があがったのは当然であった。こうした時代錯誤的
な森首相の発言が決して偶然の性格のものはなかったことは，当時，相次いだ
少年の凶悪事件に関連させて，“教育勅語の中に，やはりまじめな一つの真理
というものはあったと思いますので，そういうものもすべて廃止してしまった
のがよかったのかどうかな， (中略)当時なぜこうしたものを排除したのかと
いうこともやはり議論の中に据えてみる必要がある"などと主張し(2ヘ戦前の
「教育勅語」復活を企図さえしていたことからも明らかであった。
森首相は，自らの「神の国」や「教育勅語」発言に関しては，“人の命を大
事にすることをいまの教育にとりこむ"ためであったなどと弁解したが，少年
問題の決め手のようにいう「教育勅語」には，"命の大切さ"を訴える文言な
ど一言もなかっただけではなく，国民を侵略戦争に動員するために，“一旦緩
急アレハ義勇公ニ奉シ以テ天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼スへシ"と命令して，天皇の
ために命を投げ出せというが，その神髄だったのである。したがって， 1948年
に現憲法にもとづき， r教育勅語」は“これらの詔勅の根本理念が主権在君並
びに神話的国体観に基づいている事実は，明かに基本的人権を損い，且つ国際
信義に対して疑点を残すもととなる"とされ，“その指導原理的性格を認めな
しい'として廃棄されたのである (2九森首相の凄まじいまでのアナクロ的発言で
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国民の憤激の的となり，あげくの果てに異例の「釈明」会見を開いてはみたが，
“意を尽くさぬ表現で，誤解を与えた"と陳謝しながらも， I誤解」したのは
多くの国民であるとして責任を転嫁し，発言の撤回は最後までなかった(2九
こうなると，天皇中心の歴史認識と国家観にたつ文部大臣をも務めた森首相
が， 日本「新生」路線にもとづいた予算編成や公共事業を中心とした 1T基本
戦略，沖縄サミットや日米首脳会談をはじめとする外交，さらには，省庁再編
や市町村合併をはじめとする行政「改革」など，国民生活に密接に関連した内
外諸政策を憲法にもとづく民主主義の政治体制に則して相矛盾なく推進してい
くだけの適格性を果たしてもち合わせていたのか，極めて疑問であった。だが，
古色蒼然とした装いを凝らし，実はファッショ的体制の実現を意図した「神の
国」や「教育勅語」発言などと，超「近代」的戦略を一見内包したかにみえる
日本「新生」や 1T I革命」などとが相矛盾することなく揮然一体となって推
進されてし 1く森路線こそが，有事法制の整備や「人材」の育成策などと併せて，
日米独占資本にとっては誠にお説え向きの好都合な戦略体系であったことを看
過すべきではないであろう。
首相の居直り姿勢にもかかわらず， I釈明」会見においこまれたのは，国会
での「釈明」後も世論の怒りがおさまらず，総選挙を前に与党内で矛盾と動揺
が広がったためであった。当時のマスコミ各社の世論調査で軒なみ内閣支持率
が急減し，不支持率が50%を超えたことで明確に示されていたからである (26)O
ロ.総選挙結果と森政権支持率の低下
すでに 4月5日の森新政権発足直後には，全国・地方各紙が6日付で“早期
解散で国民の審判を"などの社説を掲げて解散・総選挙に言及じていたが， 5 
月30日に至って野党4党(民主党，自由党，共産党，社民党)は森首相の「神の
国」発言を憲法違反であるとして，内閣不信任案(衆院)と首相に対する問責
決議案(参院)を合意して各議長に提出した。
注目すべきことは， I朝日新聞」の調査によると，首相の釈明会見に“納得
できない"が60%にのぼり，内閣支持率は前回の41%から19%にまで急落，不
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支持率は26%から62%に激増するなど，国民の怒りと反発が一層広がったこと
である。「産経新聞」の調査でも，内閣支持率が12%と発足直後 (4月)の 3
分の l以下にまで低落した。したがって，世論から関われていたことは，森首
相個人だけではなく，現憲法の下で適格性を欠いた人物を首相の座に就けた与
党の責任であった。
総選挙には，小選挙区(定数300)に1，19人，比例区(同180)には904人(小選挙
区選との重複候補を含む)が立候補したが， 6月25日開票された総選挙結果のう
ち小選挙区(定数300)では，自民党が177議席 (59.0%)を占めた。しかし，得票
率は41.0%にすぎず，小選挙区の議席に結びつかなかい「死票」が， 300小選
挙区で約3，153万票にものぼり，死票率で51.8%を占めた。これを，民意が正
確に反映する比例代表制で全議席を争うと，比例得票率28.3%の自民党が獲得
する議席は135議席にすぎなかったことになる。つまり，与党3党のいう“絶
対安定多数議席の獲得"とは，過半数を維持したとしても， I自公保」議席数
カ~336から 271 に65議席減少し，民意をゆがめて“L'つわりの多数"を比較第 l
党にあたえる選挙制度の結果にすぎなかった。したがって，大政党本位に民意
をゆがめる小選挙区制の害悪があらためて実証されたことになる。
国民が自公保政権に信任を与えていなかったことは，選挙後のマスコミ各社
が実施した世論調査でも鮮明となった(2九まず， I朝日新聞」は，自民党が総
選挙結果で単独過半数を割ったことについて，“実質的な敗北"と指摘した上
で，“有権者は，理念や政策の一致を後回しに政権維持を優先した「数合わせ」
の連立に，厳しい審判を下した"との見解を提示し(28)，また「毎日新聞」は，
与党が議席を減らしたことで“政局が一時的に不安定になることは避けられな
いかもしれない"と指摘した (29)。さらに「朝日新聞」は， I自公保J3党党首
会談の結果については，自民党の選挙責任者や公明党の執行部の責任が関われ
ず，与党の関心が早くも第 2次森政権の人事に移ったことを“解散前に比べ，
65議席も減らした与党の姿だろうか。有権者の審判を真剣に受け止める姿勢は，
どこにも見られない"と指摘し， さらに“(自民党の議席大幅減は)単独政権時
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代なら間違いなく，首相や幹事長の責任が問われた。連立の枠で救われた格好
だ"と論じた(30)o
森政権に対する支持率では， I読売新聞」の調査結果によると，森首相に
「期待する」はわずか20%にとどまったのに対して， I期待せず」が73%を占め，
森首相の続投についても「反対」が65%にのぼった (31)0 I朝日新聞」のモニター
調査でも森首相が「信任された」は26%にとどまり， 6割が「信任していない」
という結果であった。また， I自公保」連立政権についても「よくなLリが58
%を占めるなど，世論のきびしい視線は，選挙後もなんら変わらなかったので
ある (32)O
②第2次森(I自公保」連立)政権と日本「新生」プラン
1.公共事業汚職と「そごう」救済策
イ.受託収賄事件と森政権の経済運営
第2次森政権は，比例代表選挙では野党4党得票が57%を占めために，小選
挙区制による「自公保」過半数に助けられて発足できたが， 97年以降の大不況
を招いた橋本元首相起用を閣僚人事の目玉とし，また， 自民党内からさえ
‘(国民からの)信任は受けていな~，" (加藤元幹事長)と語られるなど，きび
しいスタートとなった。選挙戦を通じて国民の多くが「ノーJを示したのは，
なによりも国民の生活不安，将来不安が解消されないままに，ゼネコン・大企
業や大銀行支援策の継続に対して5齢、転換を求めたことにあった。だが，総選
挙直後の 1週間ほどの問に相次いだ中尾元建設相の受託収賄事件や「そごう」
救済問題などを通じて，森政権の対応が民意から一層革離していることを浮き
ぼりにしfこO
まず，受託収賄事件とは，閣僚在任中の中尾元建設相が「イトマン事件」で
公判中の大物フィクサー，許永中被告の仲介でで引き合わされた石橋産業会長
兼任の若築建設会長から石橋産業傘下の若築建設を“建設省発注工事の指名競
争入札業者にしてほしい"との請託を受け， 96年10月に現金2，000万円と額面
1，000万円の小切手 1通の賄賂を受け取ったとして東京地検特捜部に逮捕され
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た疑獄事件である(問。それ以前の92年にゼネコン(建設企業)から賄賂を受け
たとして逮捕された金丸信(自民党副総裁)の疑獄事件では，政府立案の各分
野にわたる公共事業計画の地域割当てや発注先ゼネコンに対する金丸らの口利
きで受注した企業が，既定の賄賂率によって請負工事費用の一部について，た
とえば清水建設の裏献金リストで， IS Aランク(盆暮れに1，000万円)金丸氏や
竹下登元首相， Bランク(同300万円)小測首相」などと記載されるような献金
を通じて，公共事業が自民党をいかにして太らせるかという仕組みを明らかに
したが(341 問題は，この金丸疑獄事件発覚当時に，すでに中尾建設相が先頭に
立って建設企業との重大な収賄事件を起こしていたことにあり，まさに公共事
業汚職の根深さを示したことにある。当時，自民党は深刻な“反省"を示し，
建設省も一般競争入札を実施し，入札予定価格の事前公表などの入札制度「改
革」を示したが(351 公共事業発注官庁のトップである当時の建設相が建設業者
に選挙資金を要求し，業者からの入札参加要求を建設省幹部に取次いでいた訳
であるから，深刻な“反省"どころか，汚職・腐敗構造などは全く変わってい
なかったことをまさしく示したになるo 1あっせん利得処罰J法案をめぐる森
政権の対応が問われることになるが，この点については，のちに論じることに
する (32頁参照)。
底なしともいえる根深い汚職・腐敗構造と深刻な不況の中で問われていたこ
とは，中尾栄一元建設相逮捕にも現れた利益誘導の逆立ちした財政構造を根本
的に見直し，汚職事件の真相を徹底的に究明することにあったといえるが，森
政権の対応は，今や明白となった大手ゼネコンなどが潤う世界でも異常で無駄
な大型公共事業偏重政策を，たとえ国，地方の財政がさらに悪化しても，あく
までも継続していくことであった。そのために， 2000年度予算の公共事業等予
備費5，000億円の事業ごとの配分を決めるなど，これまでと同様の公共事業に
大きく依存する姿勢を決して崩すことはなく，さらには， 2000年度補正予算に
ついて，状況に応じて財政の追加出動を大蔵省に指示さえしたのであるO
こうした対応は，さらなる借金膨張を見込んだゼネコン中J心の公共事業によ
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る「景気下支え」策を継続させ，財政再建プログラムという美名の下に消費税
増税の策動をもたらすことになった。事実，選挙直後のテレビ番組で自民党の
野中広務幹事長は，消費税増税について“抜本的な税制改革の中では，当然議
論しなければならな~，"と言明し (3へまた，政府税制調査会も 6月27日には消
費税増税方針を盛り込む方向で「中期答申」の起草に着手した。こうした方向
は，自民党のスポンサーである財界・経団連が選挙中に出した「税制改革」の
意見書などで露骨に求めている内容とまさしく呼応するものでもあった。
2000年7月の企業倒産は 9カ月連続の増加で，前年同月比21.4%増の1，617
件となり，負債は「そごう」グループの倒産などで4兆円を超えて単月として
は戦後最悪となった。不況型倒産は1.238件で過去5番目，構成比は76.6%と12
カ月連続で70%を上回り過去最悪となったが，帝国データバンクは“弊害が目
立つ放漫な金融財政政策への批判が強まる中で，消費不振と公共投資減少が続
いており， リストラを上回るスピードで業績が悪化し体力を消耗する企業が増
えている O 統合・合併を控えた大手銀行と再編整理が必至の地銀以下の金融機
関は，依然続く不良債権の重圧のもとで，融資回収を急ぐとともに，借金漬け・
業績不振企業の選別を強めているo 9月中間決算期に向かい，大型倒産の発生，
金融不安再燃が爆っており，企業倒産は戦後最悪に近いペースで増えて行くも
のと思われる"と論説した問。
したがって，景気対策ではゼネコン型公共事業や銀行支援中心でなく，家計
を直接温め，応援する政策に切り替えてGDP (国内総生産)の 6割を占める
個人消費の拡大をはかる必要があったことを考えれば，失業をはじめ不況下の
国民生活の苦難を視野の外においた森政権の政策こそが景気の自律回復に対す
る最大の妨害物となっていたものというほかはなL、。
ロ.Iそごう」救済問題と「暇庇担保特約」
森政権=金融再生委員会は 6月30日， Iそごう」グループや新生銀行の救済
で，それぞれ約1，200億円以上と1，000億円の税金・公的資金投入を決定した
が(38)，こうした「そごう」グループの借金に対して巨額の公的資金を投入して
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棒引きの決定をしたことについて，森首相は“中小企業への波及など影響を考
えるとこの選択しかなかった"などと中小企業を“人質"にとって税金投入を
正当化した(制。だが，銀行にわずかな融資を絶たれるなどして，毎月1，000件
以上もの中小企業が倒れており， Iそごう」の借金棒引き(債権放棄)額の970
億円は，国の中小企業予算総額の半分をも占めていたのである。 預金保険法
「改正」に際しては，大義名分として“預金者保護"， とか“金融システムを
守る"などが語られたが， Iそごう」のような百貨屈の借金棒引きにも税金が
投入されることが明らかになり，公的資金による銀行支援策が， もともとはゼ
ネコンや百貨屈などに対する不始末の処理に税金が投入される仕組みであった
ことを明白にした。また，この仕組みを土台にして， 2000年2月9日に“手心
発言"で有名になった越智通雄元金融再生委員長の下で，公的資金投入の直接
の根拠になった「暇庇担保特約」が結ばれ，公的資金を使って新生銀行から 2
割以上減価している「そごう」債権を買い戻し，債権放棄を可能にしたが(40)，
結局， Iそごう」は債権放棄要請を取り下げ，民事再生法の適用を申請するこ
とになった。「暇庇担保特約」は，買い手が承継した債権(融資)の価値が3
年以内に 2割以上目減りした場合，国・預金保険機構が買い戻す契約であり，
新生銀行が，この「特約」に基づいて， Iそごう」向け債権約2，000億円の買い
戻しを請求したのに対して，国・預金保険機構は同意し，要請のあった970億
円の債権放棄を決定した。しかし，すでに 5年も前から債務超過に陥って約1.
7兆円の借入金に目指ぐ「そごう」グループの不良債権に「破庇担保特約」を適
用したこと自体が不適当であり，直ちに「特約」を破棄すべき「禁じ手」だっ
たのである (41)O
2.森首相の所信表明演説と日本「新生」政策
イ.国政の課題と首相演説の内容
2000年7月の第149臨時国会で問われた問題は，公共事業をめぐる汚職事件
とそれに関連した「あっせん利得処罰」の法制化や「そごう」救済問題，九州、|・
沖縄サミットにのぞむ政府の方針などであった。
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これらのうち，田中角栄や金丸信らの疑獄事件以来，中尾栄一元建設相など
国会議員が，企業や支持者に頼まれて役所などに口利きをした見返りに報酬を
受け取る事件が後を絶たないことからクローズアップされてきた「あっせん利
得処罰」法案は，政治の最小限の役割として，ゼネコンと政界の癒着，金権腐
敗政治を断ち切るために先送りが許されない課題であった。
また，沖縄サミットでは，世界に例のない異常な状況の中にある沖縄の米軍
基地縮小・返還を転機とする取り組みが求められたが，サミット期間中に行わ
れた日米首脳会談で森首相がやったことは，米軍普天間基地に代わる新基地
(名護市)建設の基本計画策定に着手するという表明であった。自民党や稲嶺
県知事が公約していた I(新基地)15年使用期限」をも棚上げして沖縄に新た
な基地押しつけようとしたものであり，同時に合意された日米安保条約・地位
協定にも反する米軍への「思いやり」予算に関する特別協定改定問題も含めて，
森政権の姿勢がきびJしく問われなければならなかったのである(42〕O また，
15，000人を超える被害者を出した雪印乳業大阪工場食中毒事件での雪印乳業の
企業責任とともに国民の生命や安全を守る政府の責任も焦点であった(制。
こうした諸問題にどう対処していくのかが問われた森首相の所信表明演説
( 7月28日)は， Iはじめにj，I外交の新生j，I日本新生プランj(第lの柱「経
済の新生j，i第2の柱社会保障の新生j，第3の柱「教育の新生j)，I政府の新生」の
構成で展開されたが，まず， Iはじめに」では，国民から，“連立政権に対する
信任と国政の取組に全力で当たるようにとの激励をいただし 1た"として，“本
日は，九州、|・沖縄サミットについて御報告するとともに， I日本新生プラン」
を中心に"に所信を述べるなどと宣言し，出始めから国政の焦点とすべきこと
とは事離させた。肝心の「九州・沖縄サミットの報告」でも，“21世紀の繁栄
の鍵である 1Tについては，私はサミットの主要テーマの 1っと位置付け，主
要国間で踏み込んだ議論を行い， I沖縄憲章」として世界に向けてその推進を
呼びかけることができました"とし，“「沖縄」を世界に発信できたことが，
様々な形で沖縄の一層の発展につながる契機となることを期待しております"
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などと断じて，焦眉の基地問題などは全く視野の外におく内容でしかなかった。
次いで， I外交の新生」では，“クリントン大統領との会談においては，我が
国外交の基軸である日米関係や日米安保体制の重要性につき再確認するととも
に，沖縄県民の方々の負担の軽減のために，普天間飛行場移設を含むSACO
最終報告の着実な実施に全力で取り組んでいくことで一致しました"などと述
べて，確かに基地問題に触れてはいたが，このSAC 0 (沖縄に関する特別行動
委員会)r最終報告」一致とは，米軍基地の県内たらい回しを事実上の内容と
したものであり，沖縄の名護市に米軍新基地を建設しようとする普天間飛行場
移設基本計画策定の合意を意味したものであった。
さらに，“次なる時代への改革のプログラムである「日本新生プラン」を政
策の基本に据え"ると決めつけた「日本新生プラン」では，その第一の柱とし
た「経済の新生」について，“ r1 T革命の推進」などを中心とした新たな経
済政策を取りまとめる"とともに，アメリカをモデルとした“「日本型 1T社
会」実現のため，私自身がリーダーシップを発揮'し，具体的には，“実施ス
ケジュールを明確にした日本独自の 1T国家戦略の策定，電子商取引促進のた
めの規制改革に加え，電子政府の推進や教育の情報化はもちろんのこと，情報
通信インフラの整備や個人情報保護対策，セキュリティー対策など，内閣を挙
げて取り組"んでいくと意欲を示した。同時に，“経済の新生のためには，健
全な金融システムの存在が不可欠"として， rそごう」問題にも間接的に触れ
てはいるが，単に“経営責任の明確化や意思決定過程の透明性に十分配慮し，
国民の理解を求めることの重要性を示した"と述べるにとどめたにすぎなかっ
た。「日本新生プラン」の第二の柱と位置づける「社会保障の新生」について
は，“年金，医療，介護等の社会保障制度全般について横断的，総合的な見直
し"を断行し，“将来にわたり持続可能で効率的な制度"を築くとして，保障
水準の切り下げを意図したのである。さらに， I日本新生プラン」の第三の柱
とする「教育の新生」では，“悪質な少年犯罪の続発や不登校，学級崩壊など
の深刻化"を“命を大切にし，他人を思いやる心，奉仕の精神，日本の文化・
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伝統を尊重し，国や地域を愛する気持ちを育"むことで解決できるなどと説い
たが，人命をちっとも軽くみた「教育勅語」や「神の国J(天皇制国家)賛美発
言に対する反省は，遂に一言たりともなかった。それよりも“ 1T教育や中高
一貫教育の推進，大学9月入学の推進，教員や学校の評価システムの導入"な
どこそが重要課題であると強調し，“悪質な少年犯罪を防止するための方策に
ついて，少年法の改正"で対応しようとした。
また， I政府の新生」では，中央省庁再編後の問題として，“医療・福祉，雇
用，教育分野などにおいてより効率的な行政を実現するため，根本的な見直じ'
を推進するとして，新たな「規制改革推進三カ年計画」の策定"を進めること
を明らかにし，国民生活に対する公費抑制の一層の促進を示唆した。
汚職構造への具体的対策については， Iむすび」で“元建設大臣が在任中の
受託収賄罪容疑で逮捕されたことは，政治の衝に当たる者として誠に遺憾"と
述べたにすぎなかったが，一方， 2001年度予算編成については，“情報化，高
齢化，環境対応の「ミレニアム・プロジェクト」三分野に，新産業創造の観点
を踏まえた人材育成や福祉・介護分野等を対象に加えた「日本新生特別枠」を
創設し，特に 11T革命」には十分力を注ぎたい"と強調し，ここでも， I 1 
T革命Jに並々ならない意欲を示したのであるO
以上でも明らかなように，森演説の中心課題であった 1T I革命」について
は，すでに，経団連が会長挨拶として，同年6月に 121世紀のわが国の経済新
生に向けてJと題して，“2000年を経済新生のための飛躍の最初の年にするた
めにも，今こそ企業が企業家精神を発揮することが求められている O グローパ
リゼー ション， 1 T革命の進行は企業にとり新たな事業機会を発掘するチヤン
スであるグ"などと明言していたが(4“ペ4
を継承しい，経済新生を最重視していることは，私ども産業界としても心強く思っ
ている"として，“IT革命の推進"は“経済の好循環をもたらす鍵"と位置づ
け，“企業にとって 1Tを活用したビジネスチャンスは無限に広がっている。
また， 1 T革命の波及効果は単に産業だけにとどまらな~，。行政，教育などに
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も大きな影響を与え，従来の組識，仕事の流れ，情報収集・提供といったあら
ゆる面で経済社会システムそのものを変革することになる"と強調した上で，
“1 T武装化のための全国民的レベルでの対応が不可欠で・ある"と督励してい
たのである。また，一方では，“政府には今後，連結納税制度の導入あるいは
商法改正，規制改革など，残る制度改革の詰めをしていただきたい"などと要
求して，“包括的な財政改革が急務"と主張し，“社会保障や地方交付税，また，
歳入の 6割に満たない現行の税制を抜本的に見直し"，“年金，医療，介護，
福祉の各制度については，給付と負担のあり方を見直じ'などを迫っていた。
学級崩壊，校内暴力など，深刻な教育問題に対しては，森演説と同調子の“倫
理観，道徳心を育み"を強調する“教育改革の推進"を唱道し， I創造的な技
術革新J，I社会システムの見直しJ，Iネットワークの高度利用」という 3つの
“新しい成長経路"を構築して，“ライフサイエンス，環境，都市開発， 1 T 
活用分野などを将来のリーディング産業に育て"，そのための“社会基盤すな
わちインフラの整備"が不可欠であるとする“技術革新により経済の活力を維
持"を要求するなど，その本音を明確に吐露させていた畑。
こうした経団連の強~ i意向を体した森首相の姿勢については，すでに 6月に
マスコミが，“森喜朗首相が総選挙の遊説で，情報技術(1 T)革命への取り
組みを前面に打ち出し， NTTの完全民営化などに積極姿勢を見せている。民
主党が経済構造改革の必要性を唱えるのに対抗し，具体策で巻き返そうという
狙いだ。しかし， I問題発言ばかり」という首相のイメージを転換しようと，
首相周辺が振り付けた政策のようで，付け焼き刃の感は否めな~ i。首相の政策
提言もまだ中途半端に終わっている"などと， I神の国」発言など何処吹く風
で，殊更に 1T I革命Jを突出させた森首相の言動を的確に捉えていた(46)0
ロ.焦眉の諸問題と森政権の対応
以上のように，森首相の所信表明演説は， Iそごう」問題や税金投入問題，
中尾元建設相の「あっせん利得」問題，さらには沖縄県民の基地問題など，焦
眉の諸問題に対する多くの国民の要望からは大きく遊離したいたが，これに加
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えて. 7月の衆院本会議では，長年の疑惑を事前に知りながら任命した首相責
任として久世金融再生委員長辞任問題がクローズアップしてきたのである。す
なわち，三菱信託銀行の 2億3，000万円にのぼるといわれる利益供与に多年に
わたって関係していた人物を，あえて金融問題の責任者に就任させ，一転して
辞任を承認した首相の任命責任が問われたからである。
世論調査でも (4ヘ久世氏への多額の寄付を知りながら閣僚に任命した森首相
に責任については. I責任あるJ82%. IなLリ 9%という結果が出ており，森
首相に「責任ある」と答えた82%のうち，どのように責任をとるべきかについ
ては，久世氏の更迭および国会での謝罪で責任をとったと考えている人が併せ
て15%であった。そのうち. 75%はさらに何らかのけじめが必要だと考えてお
り， とりわけ， この際総理を辞任すべきだとした人が50%にものぼった。全体
でも 4割の人が森首相の辞任を求めていたことになるO 三菱信託銀行からの利
益供与が明らかになった 7月28日の時点では，政府・自民党内では“すでに調
査済みであり，法令違反ではない"として進退を問わない考えが大勢を占めた
たが，その後，マンション業界大手の「大京」から 1億円の資金提供を受けた
問題が発覚して一転したのである(ぺ
また，ー百貨店の経営の不始末に対して国民の税金を970億円も投入して不
良債権を国民の税金で買い戻す，という「そごう」問題と直接の税金投入への
引き金となった「暇庇担保特約」が， 日本債券信用銀行の売り渡しについても
同じ内容の「特約」であることが判明し，いわゆるモラルハザード，経済秩序
の文字通りの道義的崩壊として問題化した。つまりは，こうした風潮を横行せ
る根本となった98年からの銀行支援策の強行に歯止めをかけることが，すでに
不可避となったのであるO
さらには，中尾元建設相の収賄・汚職事件では，検察が追及する刑事的犯罪
の問題と政治的道義的責任の問題とを別問題として，建設省や自民党の他の政
治家の関わり合いをも含めて事件の全容を明らかにし，政治的道義的な責任を
明確にすることが森政権の責任であり，こうした収賄・汚職事件を防止するた
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めに部分的な対応策ではあっても，野党が一致して提案している「あっせん利
得処罰」法案を成立させることが緊急の課題であった。また，汚職防止の立法
と同時に，公共事業をめぐる汚い裏取引などをなくすためには，公共事業制度
を改革して， ヨーロッパやアメリカではすでに当たり前になっている住民・市
民参加の「事業評価制度」を確立することが不可欠となって~\た(ぺ
こうした国政の重要問題が山積みの中で， 7月末に開催された政府・与党の
「財政首脳会議」では2001年度予算の概算要求基準(シーリング)の方針がまと
められたが，予算規模については， 2000年度と同水準の公共事業中心の「積極」
的予算を継続することが固まめられた。小測政権では， 1景気回復」が「財政
再建」に優先するとして99年度および2000年度予算で「積極」的公共事業の推
進や銀行支援の 170兆円投入枠」などで大型予算を組んだ結果， 2000年度末の
国債発行残高が364;}ち円に膨張したが，サミット(主要国首脳会議)参加国のな
かでも極端に悪い財政状況であるのにもかわらず，財政首脳会議の結論をみる
限り，凡そそうした状況に対する危機感などはなかったといえる。
以上のように，第149臨時国会では，中尾栄一元建設相の受託収賄事件を機
に野党4党が提出した「あっせん利得罪」法案， 1そごう」への税金投入問題
や久世公尭前金融再生委員長の利益提供事件など，利権・腐敗政治が問われた
が，多くの課題を継続審議としたままで8月13日に閉会した。
ハ.日本「新生」中心の森首相再演説
したがって， 9月21日召集の第150回臨時国会では，中尾元建設相事件など
を契機に政治とカネをめぐる問題が改めて問われ，実効性のある「あっせん利
得処罰」法案の成立が強く求められた。しかし，初日に行われた森首相の所信
表明演説では， 2カ月前の前臨時国会における演説と基本的には同一トーンで
あり，焦眉の課題からは依然として遊離した内容でしかなかった(50)0
まず，所信表明の「国民運動としての 1T革命」では，“「日本新生」の最
も重要な柱は 11T戦略J，いわばE-ジャパンの構想であります。「日本型 I
T社会」の実現こそが， 21世紀という時代に合った豊かな国民生活の実現と我
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が国の競争力の強化を実現するための鍵である"と宣言し，アメリカのクリン
トン=ゴア 1T戦略をモデルとした“「日本型 1T社会」実現のため，早急に
1 T国家戦略を取りまとめ"ることを強調した。
次いで， 1より良く生きるための教育改革」では，“ 1T教育や大学改革の推
進"に積極的に取り組むことともに，“教育基本法の見直しに(中略)しっか
りと取り組んで成果を得"ると，はじめて「教育基本法」の見直しを明言した
が， 1神の国Jや教育勅語発言，少年法「改正」や有事法制の整備など，一連
の流れから見えてくる構想とは，年金や医療の「見直し」とともに(5ヘ戦後に
構築された民主主義的な教育制度を堀崩す方向での「見直し」におかれていた
ことが明らかである。
さらに， 1安心と自立のための社会保障改革」では，“4月実施の介護保険を
より良いものに育て，自立した生活を支援"するなどと言ってはみたが，保険
料徴収をめぐって全国の高齢者から悲鳴があがった問題には，なんらの言及も
なかった。
また， 121世紀への基盤整備~日本経済の再構築，..._，Jでは，“雇用情勢はL、ま
だ厳しく，消費は一進一退の状況にあり，企業の倒産件数も高水準になってい
ます"と認めながら何ら具体的対応策を示さず，経済対策と補正予算の眼目を，
“「日本新生のための新発展政策」の具体的施策としての 1T革命の飛躍的推
進，循環型社会の構築なと、環境問題への対応，少子高齢化対策及び便利で住み
やすい街づくりなど都市基盤の整備の 4分野"にあるとし， 1 T (情報技術)
分野に異様に力点を示した。しかし，その中身は“超高速インターネットの整
備"などを隠れ蓑にした従来型公共事業を景気対策の手段に使うという目先の
対応ばかりであり，経済対策関連と称した総額3兆円台の補正予算編成を決定
して大量の建設国債を追加発行し，税収の“見込み"を水膨れさせて帳じりを
合わせようとするものであった。つまりは，景気回復に役立たない公共事業の
積み増しによって，財政悪化を加速させるパターンの繰り返しだったのである。
2001年度予算編成では，総額7，000億円の「日本新生特別枠」を設定し， 日
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本「新生」プランに関する重要4分野などの推進を打ち出した。その背景には，
所信表明演説の「経済構造改革の推進」で，“金融再生法に基づく破綻金融機
関の迅速な処理や早期健全化法に基づく公的資金の注入による資本の増強を実
施"してきた結果，“不良債権の処理や金融機関の再編等も着実に進捗し，我
が国の金融システムは，一時期に比べて格段に安定度を増し"たなどという自
賛があったが，その当否は別に論じるとして， ここでも， 1"そごう」問題や
「暇庇担保特約」問題，さらにはモラルハザードなどの諸問題に対する言及は
全く欠落していたことを指摘することができる。
ニ.日本「新生」プランの内容とねらい
かくて，財界の意向を受けた「日本新生政策大綱」原案が発表され(52)，第2
次森政権の基本政策として推進されることになった。岡原案によると，未来型
の 1T (情報技術)立国に向けて2005年を目標年次に設定し， 1 T 1"革命」の
完成を前提にするとされたが，特に日米関の懸案となっていた日本電信電話
(NTT)の回線接続料引き下げについては， I"NTT再編成，放送通信一体化
を含む法整備」を検討課題に掲げ， 1 T体制再編の中で抜本解決を目指すもの
とされた。また， 1"積極」的財政金融政策の継続を前提にして，首相主導の
「質的な財政改革」を推進し， 2000年夏から 3年間，新たな産業創出などを目
標とした「日本新生政策」を実行して， 2005年までに日本の 1T 1"革命」を完
成させるものと銘が打たれた。そして，その効果を全産業の競争力強化，国民
生活の向上に資するものとして， 日本の 1T 1"革命」を起爆剤に民間需要の拡
大や新規雇用の創出をめざすというのが「新生」の概ねのねらいであったが，
その目的を達成するために，官房長官の兼務とする 1T担当相を置き，新設す
る首相直属機関として1"1 T政策」を抜本的に検討する，としたのである O
7月はじめには，森政権は官邸主導の予算編成をめざす「財政首脳会議J，
1 T 1"革命」を推進する1"1 T戦略会議J，情報化や高齢化に対応した経済構
造「改革」を審議する「産業新生会議」などの設置を決めたが，いずれも，森
首相が所信表明演説で明らかにした「日本新生プラン」実現の核となる機関で
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あった。そのうち，財政首脳会議は， 2001年1月の中央省庁再編にともなって
設置される「経済財政諮問会議」を先取りした機関であり， 1 T戦略会議や産
業新生会議は，第2次森政権の基本政策として検討されている「日本新生のた
めの新発展政策」の情報，環境，バイオテクノロジー(生物工学)，福祉など
の分野のほか，新たな市場・産業の創出，雇用機会拡大，通信と放送の融合な
どをふまえた法制度の整備や規制緩和の推進に取り組むことを基本的目標とす
る機関であった。
10月には森政権の「日本新生のための新発展政策」が決定されたが(53)，その
推進のために，総額11兆円(国費3.9兆円)の事業費規模のうち，公共事業など
の社会資本整備に4.7兆円，中小企業への「貸し渋り」対策として 2年前に導
入された特別保証制度の打ち切りにともない，一般保証制度の拡充などに4.5
兆円， 1 T (情報技術)推進には 1兆円が充当された。同「政策」では， 1 T 
「革命」を経済発展の起爆剤と位置づけ， 日本を情報通信の最先端国家にするた
めの基礎固めを意図したが，その具体的施策として，第 1に， E-JAPAN構
想， 1 T社会の基盤整備などの 11T革命の飛躍的推進j，第 2に，廃棄物処
理・リサイクル施設の整備などの「循環型社会の構築なと‘環境問題への対応j，
第3に，生活空間の創出や介護サービス基盤の整備などの「高齢化対策のため
の施設j，第4に，渋滞解消や街づくりの推進などの「便利で住みやすい街づ
くりなど都市基盤の整備」の 4分野が設定された。一方では， 1 T I革命」推
進，環境対策，高齢化対策，都市基盤整備という「重点4分野」政策が押しだ
され，技能講習などによる 11T国民普及運動」が掲げられるなど，新たな装
いが凝らされてはいたが，その実態は，いずれもが大量の建設国債を追加発行
して，税収の“見込み"を水膨れさせた総額3.9兆円台の補正予算の編成によっ
て， 1 T (情報技術)分野の超高速インターネット整備などを前提にした道路
や空港，整備新幹線など，公共事業の積み増しを中心とする高規格道路建設や
整備新幹線，関西空港二期事業や中部国際空港なと、のハブ空港建設，農漁村の
生活基盤整備など，従来型公共事業を推進するという内容であった。 1T I革
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命」関連公共事業に至っては，これまで進めてきた道路，下水道などに光ファ
イバーを収めるハコの埋め込み工事促進にすぎなかったのである(54)o
森首相は，所信表明演説で「日本新生のための新発展政策」の基本に据える
べき 15つの柱」として，経済，社会保障，教育，政府，外交の各「新生」を
あげたが，その中心には「経済の新生」を位置づけ，景気を“自律的回復軌道
に乗せる"ことによって財政構造「改革」に取り組むという段階的施策を採用
した。つまり，膨大な借金を抱えままにして，経済構造「改革」に取り組むた
めの公共事業を中心とする 1T 1革命」推進こそが先決としたのである。した
がって， 1新発展政策」と補正予算に盛られた政策では，肝心の雇用対策，個
人消費拡大策については何ひとつ具体的な手立てはとられず，依然として景気
対策効果のない従来型パラマキ公共事業のための財政赤字の拡大策であった。
それでも， 11 T国家戦略」を“新生経済の起爆剤"と位置付けて，その策定
を強行し， 1 T戦略会議を発足させると同時に， 11 T社会」の構築に対応し
た人材「育成」政策として「教育の新生」を教育改革国民会議の重要課題とし
たのである。
「外交の新生」については，主要国首脳会議(沖縄サミット)で 11T憲章J
(正式名は「ク、、ロー バルな情報社会に関する沖縄憲章J)をたちあげ， 150億ドル(約
I兆6，000億円)の途上国支援金投入を目玉として披渥したが，アメリカ多国籍
企業を先頭とするソフト産業の圧倒的優位という環境のもとでは，支援金のほ
とんどがアメリカなど先進資本主義国に還流してしまい， 1憲章」の掲げる目
標達成のための投入効果などはなかったものといわざるをえなL、。
11月中旬には，国政の焦点となった「そごう」問題や「あっせん利得処罰J
法問題などの諸課題を残存させたままで，森政権の「新発展政策」にとっては
不可欠である2000年度補正予算案が最優先として可決された。
ホ.rあっせん利得処罰J法の制定(邸)と社会保障「改正」
一方では，中尾収賄汚職事件に端を発した「あっせん利得処罰」法案問題を
回避しつづけることはできず，その対処として森(r自公保」連立)政権案が提
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出された。しかし，その案では，第 1に，過去の腐敗事件でも，金庫番を勤め
て賄賂の受け皿になってきた私設秘書を処罰の対象から除外して， Iあっせん
利得処罰」法をザル法にしており(第2条議員秘書あっせん利得)，また，通例
は証拠を残さないように密室で行われるために立証困難な「請託をうけて」を
犯罪の構成要件に加える内容であった。さらには， Iあっせん利得処罰」法の
対象として，ロッキード疑獄やリクルート事件など政官財の癒着・腐敗構造の
中心問題となった政治家の口利き行為の範囲が「契約」と「行政庁の処分」に
狭く限定されていた。その上，議員の「権限にもとづく影響力を行使して」と
いう，あいまいな要件がなければ処罰されないものにし，また，第 3者供賄が
処罰の対象からはずして，政党支部や後援会などを受け皿としてカネを受けと
る「ぬけ道」を残していたのである(第1条公職者あっせん利得)。
11月9日には，このような「あっせん利得処罰」法案を衆院本会議で野党欠
席のもとで開会して強行通過させたが，マスコミ各紙は，“議員口利き 抜け
道のこる'¥“処罰かわす要件 数々"などといっせいに報道して批判を展開
した。たとえば， I東京新聞」は，“政治家が公務員に口利きした見返りに報酬
を受けることを罰する「あっせん利得処罰法案」は 9日，衆院政治倫理確立・
公職選挙法改正特別委員会で採決され，与党案が自民，公明，保守の与党三党
などの賛成多数で可決された。 10日の衆院本会議で可決され，参院へ送られるO
このまま今国会で成立することが確実だ。私設秘書を処罰対象にするなど，よ
り厳しい内容の野党案は否決された。民主， 自由，共産，社民の野党四党は与
党案について「ざる法」だとして反対した。この日は，まず野党案を与党の反
対多数で否決，次いで与党案を採決し，与党三党と21世紀クラブの賛成で可決
した。これまでの収賄罪では，口利きの見返りに報酬を受けても，閣僚など明
確な職務権限がない政治家は摘発されなかったが，同法案が成立すれば摘発さ
れるケースも出てくるO 政治資金規正法に基づいて適正に処理された政治献金
でも，金額や時期から口利き行為との「対価性」が認定されれば処罰されるO
与党案は私設秘書を処罰対象に入れていないほか，処罰されるあっせん行為を
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「契約」と「行政処分」に限定。「請託」を犯罪の構成要件とし， I権限に基づ
く影響力行使」を前提とするなど，政治活動が制約されないよう適用要件を限
定的にしている"と的確に報道した(問。
こうしたザル法案たる「あっせん利得処罰」法案審議の最中である10月28日
に中川官房長官が辞任した。森政権では，ヤミ献金・党費立て替え疑惑による
久世前金融再生委員長に次ぎ 2人目の閣僚辞任であり，再び任命責任を明確に
することがきびしく関われることになった。中川秀直官房長官は，暴力団系右
翼との癒着や愛人問題などスキャンダルが相次いで明るみに出され，進退を問
われていたが，愛人の女性に覚醒剤に関する警察の捜査情報を漏らし，その会
話を録音したテープがテレビで流される事態に直面して居座りきれなくなった
ために， 10月27日についに辞任した。辞任は当然のことであったが，それだけ
では問題は済まされるものではなく，警察の中でも限られた人たちしか知らな
い情報をどこから入手したのか，地位利用の容疑があった。利権と腐敗，ヤミ
の勢力との癒着と醜聞にどっぷりと浸かり，感覚までマヒしてしまったことを
象徴的に示していたのである(問。中川事件は，暴力団系右翼団体の幹部との会
食，尖閣諸島上陸などと絡んだ右翼団体への礼状，覚醒剤疑惑にかかわる警察
情報漏えいなど，官房長官という公職にたいする適格性が問われ，一閣僚の辞
任にとどまるものではなく，首相と一心同体である官房長官に任命した森首相
の任命権者としての責任がきびしく問われるべき事件であった。
森政権は，一方では， 1 T I革命」による従来型のバラマキ公共事業の促進
や「あっせん利得処罰J法のザル法化，久世金融再生委員長や中川官房長官ら
の辞任問題など，その基本的姿勢が関われる問題を頻発させ，他方では，高齢
者を“豊か"であると強調することで，高齢者の社会保障負担増をねらうなど，
社会保障「改正J(実は改悪)を促進させてきた。
7月18日に閣議了承の「新しい高齢者像を求めて--21世紀の高齢社会を迎え
るにあたっ、て-Jをテーマとした2000年版「厚生白書」では(5ペ高齢者に負担
増となる“新しい社会保障システムの創造"をめざすとして，“高齢者のいる
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世帯の一人あたり所得が，全世帯と比べて遜色ない水準"などと算定し，その
水準にふさわしい“介護保険制度の定着"を企図したのである。しかし，そも
そも，その算定が実態とは草離する評価であったことは， I国民生活基礎調査」
(99年度)による65歳以上の「高齢者世帯J1世帯当たり平均可処分所得金額
カ:¥29;9万円で・あり，世帯人員 1人当たりの平均所得金額では211.2万円であっ
たのに対して，全世帯の 1世帯当たりの平均所得金額が655.2万円， 1世帯当
たり平均可処分所得金額544.9万円であったことと比較すれば明白であった。
さらには， I国民生活基礎調査」では，生活が「苦しLリと感じていた世帯主
が52.5%と，長ヲlく不況の影響で過去最多になっていたが， 65歳以上の高齢者
では， I大変苦しい」と答えた16.2%を含めて， 47.9%が「苦しい」としてい
たことも看過すべきではなかった。しかも，犠牲にさらされる高齢者の76%が
住民税非課税者であり，所得も資産もきわめて少ない状況下では，連続する社
会保障の改悪によって老後の生活をどん底に陥れられる危機感を人一倍強くもっ
ていたものといえる(刷。ところが， I厚生白書」では，社会保障の新たな負担
増をねらって，“豊かで活動的な姿"としての“新しい高齢者像"を描き出し，
こうした高齢者を狙い撃ち対象とした社会保障の「改悪」をめざそうとしたの
である。
かくて， 70歳以上の高齢者の医療費負担として一定の上限付きで原則 l割負
担を導入し， 70歳未満の医療費の負担上限月額に定率 (1%)加算を組み合わ
せて，高齢者から現役世代までを射程にした健康保険法「改正」が打ち出され，
10月から始まった介護保険料の負担などと相まって，高齢者には二重，三重の
負担増がもたらされることになった。
日医総研(日本医師会総合政策研究機構)報告書「移動年計からみた医療費動
向J(1986年4月，.，2000年3月)によると， 2000年 3月時点まで受診抑制継続の
見通しとして， 97年9月施行の健康保険法「改正」にともなう保険者本人2割
負担による受診抑制の傾向が， 2000年3月期を迎えても，なお継続しているこ
とを公表した。自己負担率がl割から 2割に引き上げられたサラリーマン本人
-35 (35)-
が，この 3年間に受診を大幅に抑制した実態は，“予想外かっ衝撃的なもので
あった"と指摘し，外来受診など入院外医療費が13.3%，入院医療費が5.6%も
減少したと報告してL喝。患者負担増による，現役世代の入院にまで及ぶ受診抑
制は，サラリーマン本人の現在の健康ばかりか“将来的な健康にも影響を及ぼし
かねない"という恐るべき事態であり， このことが将来の医療費に跳ね返る恐れ
もあるために，“憂慮、すべき，そして絶つべき悪循環"と警告したのである。
さらには，国庫負担減によって97年4月からの 3年間で，医科診療医療費の
増加額の実に7割近くが患者負担増となったとL寸。 2000年度の医療改悪によっ
ても，国民負担は約3，000億円増える一方で，国の負担は約2，600億円減となっ
たが，同報告書によれば，受診抑制の打開策として“今後は健康な高齢者予備
軍を育てる政策が重要"という見解が示された。 11月30日に健康保険法等の一
部「改正」案が可決されて高齢者負担1割定率となり，高額療養費は事実上の
青天井となったが(60)，すでに10月から徴収が始まった介護保険料の負担の上に
医療でも l割定率負担が押しつけられるなど，高齢者から現役世代までに患者
負担増をもたらし，病床の削減を事実上ねらうものとなった。森首相が所信表
明演説で定率負担の導入を“無理のない負担"と断定し，厚生省自身も定率負
担によって惹起するる受診抑制額を990億円と算定していたが，実際には1，460
億円の過酷な負担増となって受診抑制をもたらすことが明らかになり，また，
70歳未満の患者負担の「上限額」を引き上げる高額療養費の「改正」となった
のである。
森(1"自公保」連立)政権は， 2001年度予算案を12月末に閣議決定したが，社
会保障関係費に対しては国民の将来不安を和らげるどころか，医療でも介護で
も老後生活の安定に逆行する負担増を前提として，財界本山の期待する 1T基
本戦略の実現に向けてひたすら鳶進していったのである。次には， 1 T I革命J
戦略の具体的な目的と意図を追究していこう。
3. I T基本戦略と補正予算の編成
イ. I T基本戦略と IT基本法の制定
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森政権は， 2000年7月に情報通信技術戦略本部や「有識」者20名で構成する
1 T戦略会議を設置した。同会議は， 1有識」者のうち，議長の出井伸之ソニー
株式会社会長ら財界人が14人で圧倒的に多く，竹中平蔵慶藤大学教授ら大学関
係者4人，ほか日本放送協会会長と岐車県知事の 2人を加えた構成であった。
以降6回にわたって 1T戦略会議・ 1T戦略本部合同会議が開催された結果，
11月の第6回合同会議において 1T基本戦略が決定された。同年11月シンガポー
ルで開催された第4回ASEAN(東アジア諸国連合)首脳会議では，東南7
ジアの平和と安定，経済協力，貿易拡大などの諸問題のほか， A S E ANの結
束や統合の強化などについて討議がおこなわれたが，会議後には10カ国首脳が
1 T (情報技術)分野での地域協力を推進することを目的とした 1e (電子)-
ASEAN枠組協定」が調印され， Ie-ASEANJの実現と東南アジア地
域の結束が促進されることになったω九日本やアメリカをはじめとした 1T関
連多国籍企業などによるアジア地域市場をねらったク守口ーパル戦略の一環を担っ
たものということカまできょう。
1 T基本戦略では，“超高速インターネット網の整備とインターネット常時
接続の早期実現，電子商取引ルールの整備，電子政府の実現，新時代に向けた
人材育成などを通じて，市場原理に基づき民聞が最大限に活力を発揮できる環
境を整備し，わが国が5年以内に世界最先端の 1T国家となることを目指す"
と宣言し，“各国の 1T革命への取り組み"に対して日本の遅れを取り戻すた
めの方途として，“縦割り行政を排し，国・地方が相互に連携して，市場原理
に基づく聞かれた市場が円滑に機能するような基盤整備を迅速に行う"という
国家戦略の必要性が説かれた。そのためには，基本的理念としての“知識創発
型の社会"を実現するための重点政策として，超高速ネットワークインフラ整
備及び競争政策，電子商取引と新たな環境整備，電子政府の実現，人材育成の
強化の 14つの分野」の実行を提起した。いわば， 11 T基本戦略」の方向を
打ち出したのである。
すでに10月には，森政権によて決定された「日本新生のための新発展政策」
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に沿った総額11兆円(国費3.9兆円)の事業対策が， 11 T基本戦略」に対応す
る具体的施策として提起されたが，そこでは，従来の電話サービス，移動通信，
ケーブルテレビ，衛星放送，衛星通信，各企業の専用回線などを統合し，諸外
国とのネットワークとも接続可能な大容量・高速のマルチメディア・ネットワー
クを構築する大企業・ゼネコンの巨額な財政資金による開発を支援して，超高
速インターネット整備を前提とした 1T I革命」の推進，環境対策，高齢化対
策，都市基盤整備など「重点4分野」政策による 1T (情報技術)分野に関連
する従来型公共事業の推進が具体化された。
以上の 1T基本戦略と日本「新生」政策の実施に対応して， 12月には 11T 
基本法」が制定されたが，その目的は(6ペ“高度情報通信ネットワーク社会の
形成に関する重点計画の作成について定めることにより，高度情報通信ネット
ワーク社会の形成に関する施策を迅速かっ重点的に推進する"ことにあった
(第 l章総則)。また，高度情報通信ネットワーク社会の形成によって，“経済構
造改革の推進及び産業の国際競争力の強化を推進する"とされ(第4条)，そ
のために，“国及び地方公共団体は，高度情報通信ネットワーク社会の形成に
関する施策が迅速かっ重点的に実施されるよう，相互に連携を図らなければな
らない"とされた(第12条)。
1 T関連施策の策定にかかわる基本方針(第2章)としては，高度情報通信
ネットワークの一層の拡充等の一体的な推進(第16条)，世界最高水準の高度情
報通信ネットワークの形成(第17条)，教育及び学習の振興並びに人材の育成
(第18条)，電子商取引等の促進(第四条)，行政の情報化(第20条)，公共分野に
おける情報通信技術の活用(第21条)，高度情報通信ネットワークの安全性の確
保(第22条)，研究開発の推進(第23条)，国際的な協調及び貢献(第24条)など，
いずれもが「日本新生のための新発展政策」で誕われた 11T基本戦略」に対
応する内容であったが，その基軸が，電子商取引の促進と最高水準の高度情報
通信ネットワークの形成と拡充にあり，そのためのインフラ整備にあることは
明白であった。したがって，高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部に関
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しては(第3章)，本部長に“内閣総理大臣をもって充てる"と意気込みを示
し，つづく第4章の高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点計画に
殊更の重量感を与えようとしたのである O
重点計画は，“世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成の促進"や
“教育及び学習の振興並びに人材の育成'¥“電子商取引等の促進"に関する
政府が迅速かっ重点的に講ず、べき施策などの基本方針とタイアップする内容で
あったが，要は，情報通信技術の活用によって世界的規模での変化に適確に対
応できる高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を“迅速かっ重点
的に"推進することにあった。また， 1" 1 T基本法」では，重点課題の一つに
“国際協調"が謡われたが，アメリカのグローバル戦略とデジタル情報産業へ
の対応を主眼とするものであったといえよう。
1" 1 T基本法J(または 1T戦略)の主要な柱が“超高速のインターネット網
というインフラ整備"を基本とする集中投資にあり，それに次ぐ柱が，“教育・
学習の振興と人材育成'¥“電子商取引の促進'¥“行政の情報化'¥“情報通
信網の安全性・信頼性確保"などにあった。つまりは，当時の各省庁が力を入
れていた既存事業を持ち寄った形で 1T重点政策を構成する形になっていたの
である。 5年以内には3，000万世帯がデジタル加入者として高速インターネッ
ト網に接続でき， 1，000万世帯が光ファイバーを使った超高速インターネット
網に常時接続できるといった環境を整えて世界最先端の 1T国家になる，とい
う一見崇高な目標(森政権のスローガン=1 T I革命J)を掲げて経済最優先の受
け入れ体制を急ピッチで整備しようという意気込みであったが， 1" 1 T基本戦
略J，1" 1 T基本法」ともに，“国民誰でもが負担可能な料金"という明確な規
定もなく，電子政府の実現に対応した情報公開推進という民主主義の角度から
の最大限に活用の視点も欠如していた。また，中川官房長官にかかわる報道を
主な契機として，自民党が党内に「報道と人権等に関する検討委員会」や「放
送活性化委員会」を設置し，メディ対策や規制に乗り出してきたことについて
はすでに触れたが，他方では，インターネット関連の苦情が激増してきたこと
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からも明らかなように，真の意味での「個人情報保護jは欠知していたのであ
る。さらには， 11 T基本戦略」で“情報リテラシーの向上"を掲げていても，
メディア社会と積極的に付き合うための総合的な能力形成という視点も欠如さ
せていたのである。いわば 1T I革命」ぬきの 1Tインフラの整備や関連投資
の奔走だけでは，つまるところ貧相な内容で終わるのがオチであった。換言す
れば， 1 T I革命」ビジョンや「デジタル社会」到来論などは，きわめてイデ
オロギッシュな性格の誇大宣伝だったことになり，財界と森政権による本質的
な意図の一端が，次の2000年度補正予算において具体的に示されることになっ
た(63)0
ロ.2000年度補正予算編成の内容とねらい
日本商工会議所は， 10月に2000年度補正予算早期成立を促進させるために，
“事業規模11兆円程度の「日本新生プラン」の具体化策を含む経済対策を策定
し，この実施を裏打ちする平成12年度補正予算の編成に着手されることは，わ
が国の経済構造改革を推進し，かつ，景気を着実な回復軌道に乗せるためにも
時宜を得たものであり，高く評価している"と賞賛して，補正予算および関連
法案の早期成立と執行を督促する要望書を提出した制)0
こうした財界の意向に対応しで，森政権は翌11月はじめに打ち出した事業規
模11兆円の新「経済対策」を具体化する補正予算 (4兆7，832億円)案を国会に
提出した(防)。その内容は，社会資本整備のうち，光ファイバーを通すための道
路や下水道など収容空間の併設などを中心とした 1T (情報技術)関連などが
約2兆5，000億円 (52%)であり，ムダづ、かいとの批判が強い関西国際空港関
係の経費として l期・ 2期工事合計23億円も追加され，最大の目玉という 1T 
関連事業も，看板をかけ替えただけの従来型“ 1T土木"といわれる大型公共
事業で占められていた。
これら事業の財源は，税収増1兆2，360億円， 99年度の国債を大量増発して
生まれた剰余金1兆403億円(地方交付税分を加えて 1兆5，103億円)の半額以上に
ついては，国の借金返済に充当することが財政法上の義務とされていたにもか
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かわらずに流用してその一部とされたほか細， GD P (国内総生産)の約1.3倍
に達する借金に上乗せされた 1兆9，880億円の建設国債や地方債の増発で賄わ
れた。その結果，当初予算を含めた2000年度予算(一般会計)の総額は，国債
依存度38.5%によって89兆7，702億円に膨張し，借金財政を一層加速させること
になった。 森政権が補正予算編成を通じて新「経済対策」のねらいとしたの
は，景気回復の足掛かりにした大企業の収益回復であったが，大企業の収益増
はリストラなど人件費の容赦ない削減によって成り立っていた。事実，大企業
の約60%が業績向上のためにはリストラを推進すると回答しており，消費の回
復をさらに遅らせ，ひいては景気回復を引き延ばす要因となつたのである (67)釘)η
宮沢蔵相の財政演説においてもι，“企業部門を中心に自律的回復に向けた動き
が続いておりますO しかしながら，依然として雇用情勢は厳しく，個人消費も
概ね横ばいの状態が続いております"と説明しており(ベ個人消費をどのよう
にして温めるかが景気回復にとって決定的な課題のはずであった。ところが，
高齢者の介護保険料の徴収開始なども消費に冷水を浴びせ，早期成立をねらっ
ていた健康保険法「改正Jによる医療費負担増も，これに一層拍車をかけるも
のとなった(69)0
③ 森「改造」政権と2001年度予算
1 .森「改造」政権の成立と行政「改革」
イ.第2次森「改造J( ，自公保」連立)政権の始動
森政権は，すでに“政権末期症状"とか“死に体内閣"など榔撤され，また
株価(東京株式市場の平均)も，一時的にせよ 1万4，500円を割り込んで“政権
末期下の大揺れ株価'とも酷評されるに至ったが，マスコミの世論調査からも，
内閣(，自公保」連立)不支持率が“「評価しなしリ人は依然7割にのぼる"な
どと評されて，土台から揺らいでいた。こうした情勢の1月20日に，野党4党
は内閣不信任案を共同提出した。戦前と戦後の区別もつかない首相の「神の国」
発言や危機管理能力の欠加を露呈した久世金融再生委員長・中川前官房長官ら
の相次ぐ閣僚辞任問題，約2兆5.000億円の負担増を押しつける社会保障の連
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続改悪，さらには 2兆円の建設国債増発などに対する野党と世論による追及の
広がりのなかで，自民党内からも不信任案に同調する動きが生じてきた。森政
権は，臨時国会で内閣不信任案を“数の力"で否決したが，国民の信任とはほ
ど遠いことは，“不信任案の否決は決して森内閣の信任を決定したものではな
い" (11月25日野中前幹事長発言)と与党自身が認めたことでも明らかで、あった。
12月はじめに「改造」した森 (i自公保」連立)政権は，元首相・元総裁合わ
せて 3人の入閣で“重量内閣"を誇示し，“政策の継続性"と称して外相，財
務相(蔵相)，経済産業相(通産相)などには重要閣僚を留任させた。建設，運
輸，国土などを統合し巨大な利権が集中する国土交通省の初代大臣には建設相
を横すべりさせた上に，最大派閥を取り込むためか「行革」担当特命相に橋本
元首相をすえた。かくて，森首相は“中央省庁の改革をみすえた新しい体制と，
年内予算編成，税制改正などを円滑に実行できる体制づくりを主眼とする"と
強調し，“政策中心の内閣" r改造」であることを売り物にしたのである。
第2次森「改造」政権は， 2001年度の経済運営の基本的態度として，“自律
的な景気回復の実現"をめざし，“経済を自律的回復軌道に確実に乗せるため，
「日本新生のための新発展政策」の着実かっ円滑な実施を図ることともに，平
成13年度予算においては，公共事業は前年度当初予算と同程度の規模を確保し，
地方財政にも配慮、して，その適切な執行を図る"と強調してみせた。 2001年度
予算編成では， 1 T r革命J推進などを盛り込んだ日本「新生」プランの実現
に向けて戦略的な施策展開を図ることにし，“時代を先取りした経済構造改革
の推進"を謡ったが，掲げられた目標は“ 1T革命の飛躍的推進"や“環境
問題への対応"，“都市基盤，生活基盤の整備"や“産業新生のための事業環
境整備"など， 1 T r革命」で彩られながらも，社会資本整備を中心とした従
来型公共事業の推進が中心であったことはすでに述べたところである。
12月に閣議決定した「経済見通しと経済運営」方針でも (7ペ“経済は企業部
門を中心に緩やかな改善を続けている"が，“依然として雇用情勢は厳しく，
個人消費もおおむね横ばいの状態にある"と指摘すると同時に，“家計部門の
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改善が遅れるなど，厳しい状況をなお脱していない"と自ら認め，“改善が遅
れている雇用情勢，高水準な倒産件数・負債金額，本年春以降下落基調で推移
している株価，地域により差異はあるもののバブル崩壊後下落してきた地価，
改善がみられるものの依然存在する過剰設備・過剰債務等の動向にも留意する
必要がある"などと情勢分析していたにもかかわらず，経済運営の主眼が依然
としてサプライサイドにのみ設定されていた。こうした暖昧な方針の下に，一
方では，内外の経済学者や有識者を集めて「日本新生公開政策会議」を開き，
経済構造「改革」を断行するための今後の戦略的シナリオを検討すると宣伝し，
他方では， 2001年1月召集の通常国会を「教育改革国会」と位置づけ， I実行
と責任の内閣」をキャッチフレーズにして政権の浮揚を企図したのであるO
ロ.橋本「行革」の推進と内閣支持率の低下
¥ 12月1日に森「改造」政権は「行政改革大綱」を閣議決定した。同「大綱」
とは，まず，特殊法人等の「改革j，成果主義・能力主義や外部(民間，他省等)
人材の積極的受入れなどを標梼した国家公務員・地方公務員制度の抜本的「改
革j，行政評価システムの導入や公会計の見直し・改善，国・独立行政法人へ
の移管あるいは国の関与の廃止などを謡った「行政の組織・制度の抜本改革j，
次いで，“1，000を目標とする"市町村合併の推進や国庫補助負担金の整理合理
化を強調した「地方分権の推進j，また，新「規制改革推進 3カ年計画」の策
定や 1T，医療・福祉，雇用・労働，教育，環境，民事・刑事の各基本法によ
る規制「改革」や経済社会の構造「改革」などの「規制改革の推進j，I行政事
務の電子化等電子政府の実現j，さらには，省庁再編や郵便事業への民間参入
と併せて，国立病院・療養所や国立大学の独立行政法人化を打ち出した「中央
省庁等改革の的確な実施」などを基本的内容とした。だが，行政の汚職・腐敗
の温床になっている高級官僚の天下りなどはノータッチであり，国民が真に求
める行政改革とはほど遠い内容でしかなかったというべきである。
こうした「行政改革大綱」の実施のために行政「改革」推進本部(本部長・
森首相)を新たに設置し，橋本「行革」相を中央省庁，規制「改革j，公益法
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人，公務員制度，特殊法人「改革」の 5分野で直接陣頭指揮させることを決定
したが，自民党の行政「改革」推進本部の本部長には，橋本派の野中広務前幹
事長が就任し，橋本「行革」推進体制をパックアップする体制の確立を図った。
翻って， 1996年1月から98年7月までの橋本政権期には，消費税増税や医療
保険「改正」などによる 9兆円の国民負担増を強行し， 98年度の社会保障予算
を実質5，000億円削減，児童扶養手当の給付カット，難病患者の医療費自己負
担の導入など，社会保障や医療抑制の財政構造「改革」を推進したが，さらに
は，中央省庁再編策を決定して国土交通省や厚生労働省設置のレールを敷設し
た(71)。その内容が，浪費型の大型公共事業はこれまで通り続けて巨大利権官庁
をっくりだす一方，社会保障や労働行政を後退させる「行革」であったことは
明白である。
したがって，こうした人物を「行革」担当特命相に入閣させて“重量内閣"
を誇示し，巨大な利権が集中する国土交通省を構築した上に，“政策中心の内
閣"を売り物にしてはみても，森政権の支持率は「改造」後も低下し，マスコ
ミの世論調査で最低の15%を示す一方，“改造内閣「期待せずJ74%" ，退陣
要求では73%などと，多くの国民の願いや要求から草離した惨憎たる状況に至っ
たのである (72)0
2.税制「改正」と2001年度予算編成
イ.税制「改正」の内容とねらい
2000年6月に経団連は 121世紀を展望した税制改革に向けて」と題した意見
書を提出し(7ヘ“国民負担率の上昇を抑制し活力ある経済・社会を構築するた
め，国・地方を通じた財政改革，直間比率の是正を含めた歳入面の改革，社会
保障制度などの構造改革を一体的に進めることが重要である"などと露骨な要
求を掲げた。その上で，当面の課題として，会社分割税制の整備や連結納税制
度の早期実現，個人所得課税「改革」として所得税・住民税減税や課税最低限
「適正」化，納税者番号制度導入や経済「活性J化のための所得税「改正J，確
定拠出年金法案(日本版401K法案)の早期成立， さらには有価証券譲渡益課税
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の見直し，土地譲渡益重課の廃止など，いずれも倣慢きわまりない要求を突き
つけたのである。
うち，森政権が最重要法案のーっと位置づけた確定拠出年金法案(日本版401
K)については， 1月末からの国会で審議されていたが，その背景には，バブ
ル崩壊後の不況下で，年金資金の運用利回り低下による積み立て不足という状
況があった。確定拠出年金は，確定している掛け金(拠出)の累計額とその運
用収益が給付額となる年金であったから，個人の責任で運用して失敗すると年
金額がカットされ，老後の不安を高めるものであったが，一方では，企業負担
抜きで積み立て不足をなくし，企業負担を回避するための“切り札"とするこ
とが可能だったのである仰0
また，経団連の一貫した主張は，すでに93年税制改正に関する「提言」にお
いて(75)，“望ましい税体系の確立"として，“21世紀の高齢化社会に対処するに
は，安定的で，国民に対してより広く薄く負担を求める税体系を構築する必要
がある"と指摘して(傍点は筆者)，“所得税，法人税を減税するとともに，消
費税を基幹的な税制として位置つeけ，先進諸外国並みとすることを目途として，
直間比率の是正を行うべきである"と明け透けに主張し， 10%から20%にまで
の増税を露骨に要求していたように，消費税を基幹的な税制として位置づける
ことにあった。 2000年7月に税制調査会が森政権に提出した「中期答申」は(7へ
まさに，この財界総本山の要求に呼応する「答申」であった。
すなわち， 1答申」では，まず，指摘すべきことは，財政「改革」を云々し
ながら，わが国財政が2000年度末で国・地方合わせて長期債務残高645~包円も
の赤字・累積債務を抱え込むことに至った歳出構造「改革」の視点を全く欠落
させていた点であった。また，財界の強い要求であった逆進的負担となる消費
税については，“わが国の税財政にとってますます重要な役割を果たすべき基
幹税である"と経団連の主張を鵜呑みにし，“国民負担率は長期的にはある程
度上昇してし 1かざるを得ない"などと述べて，“広く公平に分担していく"税
制として強化することを唱道した。さらには，社会保障特定財源として広く大
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衆課税による負担で賄い，福祉水準を低下させる危険がある福祉目的税として
消費税増税の促進を提唱した。地方税財源充実としても，地方消費税について
“今後その役割がますます重要"であるとして庶民への負担増を求め，同時に，
地方分権の強調と矛盾し，憲法原則にも反する国と地方を通じた徴税一元化に
ついて，“幅広い角度から検討されるべき課題"であると積極的姿勢を示した
のである。
さらには，個人所得課税の課税最低限の引き下げを主張したが，土地譲渡益
課税や金融資産からの利子などについては，“分離課税を維持することが現実
的"などとし，総合累進課税を退けて，大企業の国際競争力強化などという名
目によって，社会保険料負担を含めて租税負担をコストの一部とみなし，また，
巨大な企業に有利な会社分割，連結納税制度による減税を認めた。その上に，
大資産家を優遇する相続税の最高税率引き下げを支持し，居住用の小規模宅地
については非課税ではなく，依然として課税対象にすべきであると固持した。
経団連の主張であった納税者番号制については，“利子所得等の把握"を目
的とする場合は，金融機関窓口での本人確認を厳格化することで可能であり，
むしろ，国家による国民の個人情報集中管理という基本的人権侵害の危険が大
きい点を配慮する必要があった。
以上，税制調査会「答申」の内容は，“広く公平に負担"という表現で消費
税の増税の“選択"を大前提として，個人所得課税では課税最低限のヲ|き下げ，
各種所得控除の見直し，法人税では高収益企業の利益蓄積構造に寄与している
租税特別措置へ十分な検討を加えることなく連結納税制度の導入，消費税では
社会保障財源としての目的税化，相続税における最高税率引き下げ，年金課税，
納税者番号制度などの促進を迫るものであり，財界の意向に全面的といってよ
いほどに呼応する調査会ペーパーであったというほかはなL、mo
12月13日に自民党は2001年度税制「改正」大綱を決定し，同日に政府税制調
査会が政府税調のまとめた税制「改正」の「答申」を提出したが，基本的には
7月の「答申」と基本的に異なるものではなかった。まず，その「基本的考え
-46 (46)-
方」としては，景気に対する税制面の配慮、も必要としつつも 6兆円を上回る個
人，法人に対する所得減税を継続として，次年度税制「改正」による減収回避
を不可欠とし，税制全般にわたる抜本的な見直しが必要であることを主張した。
「企業組織再編税制」として，組織再編後も移転資産に対する支配が継続して
いる場合，譲渡損益を繰り延べ，繰越欠損金を利用した租税回避行為など包括
的な防止規定が必要であるとし，一方では，連結納税制度を速やかに整備する
ことが重要課題であると強調した。また，外形標準課税は全国共通方式で早期
に導入すべきだとし，株式譲渡益課税については申告分離方式一本化実施すへ
きだと主張するなど，これまた経団連の意向に全面的に沿う税制「改正」であっ
fこO
だが，国民が求める税制改革の基本は，不労所得重課，勤労所得軽課，生活
費非課税という理念のもとに税負担の公平を確保することにあった。つまりは，
累進的課税による所得の再分配機能を確保することであり，“広く薄く"大衆
に課税することでは決してなかった。そのためには，所得課税を税体系の基幹
税とする認識のもとに，税負担の公平確保の実現を最優先として，法人課税に
おいては大企業優遇税制を是正し，消費税は当面，逆進的負担の緩和をするた
め生活必需品にゼロ税率を適用するなど，税制を再確立することこそが必要・
不可欠であったといえる O 財界や政府が合唱する直間比率の「是正」は，まさ
しく逆立ちの論理でしかなかったのである。
ロ.2001年度予算編成の内容とねらい
2000年8月末には翌年度予算の概算要求が締め切られたが，森政権が閣議了
解した概算要求基準は，一般歳出の要求枠組みとして，公共事業を前年度と同
水準，非公共事業を前年度比2，000億円の上乗せなどとするものであった。こ
の基準による一般歳出は48兆4，000円となったが，概算要求基準で公共事業
7，000億円，非公共事業3，000億円，合計 1兆円の 5つの特別枠が設定され，要
求段階では，その枠を超えた要求が可能とされたために実際の要求総額は49兆
6，200億円に増大し，基準範囲を 1兆円以上オーバーした。また，大銀行への
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公的資金投入枠70兆円も継続して要求に盛り込まれたが，一般会計にではなく，
「予算総則」に損失の穴埋めを税金で保証する政府保証枠として57兆円が書き
込まれた。
表4-1 2001年度予算
一般会計 82兆6，524億円 .2.7% 
一般歳出 48~包6 ， 589億円 1.2% 
軍事費 4兆9，550億円 0.4% 
経済協力 9，547億円 .3.0% 
エネルギー 6，126億円 .3.6% 
社会保障 17兆5，531億円 4.7% 
文教・科学 6兆6，133億円 1.3% 
公共事業 9兆4，352億円 0.0% 
中小企業 1，935億円 .0.4% 
国債費 17兆1，705億円 企21.8%
地方交付税交付金等 16兆8，230億円 12.7% 
歳入のうち
税収 50兆7，270億円 4.2% 
国債 28兆3，180億円 .13.2% 
政投融資計画 32兆5，430億円 .15.0% 
一
(注)( )内ほ2000年度当初比伸び率%，億円未満四捨五入。企は減
公共事業はほかに公共事業等予備費3，000億円
国債依存度34.3%，2001年度末発行残高約389兆円
「平成13年度予算及び財政投融資計画政府案」より作成
以上の概算要求基準を前提にした各省庁の要求にもとづき， 12月24日に編成
された2001年度予算案(大蔵原案)が閣議決定されたが，総額は82~包6 ， 523億円
にのぼった。うち，政策的経費である一般会計歳出は2000年度当初比2.7%減
であったが，“我が国経済を自律的回復軌道に確実に乗せる"として景気配慮、
の政策継続が強調され， 48兆6，589億円(1.2%増)と過去最高額となった。さ
らに，景気回復に名を借りた 1T I革命」の推進など， 日本「新生」プランの
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「重要4分野」に重点的配分して48兆円規模に歳出を先行・拡大させた(78)。し
かし，中身は従来型の道路・河川・港湾整備に光ファイパー収容空間を併設す
る II T土木」事業が中心であった。「日本新生枠」の過半を占めたのは道路
整備費の2，338億円であり， I重点化枠」でも同整備費に1，702億円が計上され
た。このように「日本新生」や「生活関連」といっても，中身は従来型公共事
業を上積みした内容だったのである O
公共事業関係費は， 1999年度・ 2000年度当初予算と同水準の 9兆4，352億円
であったが，採算問題で指摘された整備新幹線が当初予算比倍増で、750億円と
3年ぶりの新規着工なり，完成までは膨大な資金を見込むことが必要となった。
政府は公共事業の見直しを強調したが，総額は減らさず，その上に採算見込み
のない関西国際空港第2期工事， I Tで粉飾された道路整備など従来型の公共
事業や当初の目的を失ったダム事業など(79)，ゼネコン向けの浪費型事業で多く
が占められた。宮沢政権以来の景気対策では，補正予算で70兆円投入追加の公
共事業に対して，公共事業大型化の中で雇用も中小企業への発注も急減し，景
気への波及効果もなかったのであるO
一方，預金保険機構の公的資金枠70兆円維持，金融機関破綻などに備えた危
機管理勘定15兆円の新設など，大銀行への公的資金投入，金融持株会社の承認
を含めて，特定金融機関に莫大な利潤集中のシステムづくりを進行させた。ま
た，防衛(軍事)関係費は， 4兆9.553億円 (2000年度当初予算比0.4%増)の規模
であったが， I中期防衛力整備計画」で導入を決定した空中給油機の調査費や
初めて米軍普天間基地に代わる新基地建設関連経費を計上し，米軍の日本駐在
経費負担(いわゆる，おもいやり予算)を組み込むなど， I日米防衛協力の指針」
(新ガイドライン)の具体化を目標とする内容であった。
他方，国民生活に密接不可分な社会保障関係費は2000年度当初予算より
7，886億円増額(同4.7%増)となったが，経費の当然増分を賄うものにすぎず，
医療保険制度「改革」関連法を2000年1月の国会で可決・成立させ(8ぺ70歳以
上高齢者の医療費患者負担を外来1日530円から，医療費の l割負担とし， 65 
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歳以上の介護保険料を現行の半額措置を2001年9月で打ち切り， 10月からは 2
倍の全額に引き上げるのに対して十分なサービスが望めない事態が進行するな
ど，むしろ，保障水準を大きく後退させた。高すぎる利用料・保険料に耐え切
れず，サービスを打ち切らざるをえないお年寄りが続出してきたのである O ま
た，年金財源をめぐる税方式・保険料方式の議論のなかで，自己責任が強調さ
れる「確定拠出型年金401KJ方式の導入などの年金制度「改革」を行い，既
存の年金制度に対する信頼が失われつつあった。さらには，国立病院・療養所
の統・廃合を既成方針として国民に対する医療サービス部門から撤退させはじ
めていたのである刷。
森首相の所信表明演説では，“安心して夢を持って暮らせる国家"とか“心
の豊かな美しい国家"，あるいは，“社会保障の新生'¥“教育の新生"などと
聞き心地のよい文句を語ってみせながら，実態は，教育関係では国立大学の入
学料を27万7，000円から28万2，000円に増額改定を目論み， リストラによる雇用
不安，医療や年金の「改革」と称して，国民の多くに生活費を切り詰めさせ，
将来の生活に不安を抱かせる社会保障の改悪を強行してきたのである。
一般会計歳入では，税収を2000年度当初比4.2%増の50兆7，270億円と 4年ぶ
りに50兆円台の回復が見込まれたが，国債の新規発行が28兆3，180億円(同13.2
%減，国債依存度34.3%)にものぼった。 2001年度末の国・地方の長期債務残高
は2001年度末には666兆円に達すると見込まれ， GD P (国内総生産)の130%
にも迫る状況となった。この数値は，サミット参加国の中でも段違いの悪化ぷ
りだったにもかかわらず，解決の明確な指針は何ら示されなかった。税収入を
支える税制では，これまでの税制「改革」で，すでに所得税最高税率が75%か
ら37%に引き下げられ，また，大企業ほど負担割合の少ない法人税は不公平な
制度が改められることのないままで戦後最低の法人税率となっていたが，他方
では， 80年代後半から始まった一連の税制「改革」によって逆進性の強~，消費
税が導入された。また，夫婦子供2人世帯の所得税・住民税の課税最低限(基
礎控除，配偶者控除，扶養控除の合計)が生活保護基準より低くなっていた上に，
-50 (50)-
97年の消費税税率5%引き上げによってさらに大衆課税による収奪が強化され
たのである倒。
郵便貯金や厚生年金，国民年金など，国民から預かった資金を財源として，
社会資本の整備や中小企業への融資などのために資金を配分する「第2の予算」
とも呼ばれた財政投融資計画では，日本道路公団など財投各諸機関(特殊法人)
が， 2001年度分として自らの信用力で発行する「財投機関債」を発行して計1
兆1，058億円分が独自に調達されたが，財投「改革」のスタートを反映して前
年度当初比15%減の32兆5，472億円と事業がスリム化し，過去最大の下げ率と
なった。
財投「改革」に関しては， 2000年の資金運用部資金法改定により2001年4月
から大きく変わることになり(即，“社会・経済情勢の変化などに対応して財政
投融資の抜本的改革を促進し，新たな機能にふさわしい仕組みを構築する"な
どと説明されていたように，資金の入り口である郵貯と資金の配分を受ける出
口としての公社・公団などの特殊法人とが切り離され，郵貯・年金などの資金
が，金融市場で全額自主運用されることになった。つまり，これまでの“全額
預託義務であったシステムを廃止したことにより，市場原理に乗っ取った資金
調達をすることが可能となり，また，政策コスト分析の導入・充実，ディスク
ロージャーの一層の徹底をはかるなどの改革が行われた"と説明される f改定」
が進行したことになる。しかし，これまで財投資金に頼っていた公社・公団な
どは，財源を民間企業と同じように，基本的に市場から調達しなければならな
くなり，国民生活金融公庫のような中小企業に低利の資金を融資する金融機関
では，経済性が優先された結果，求められるサービスの提供，たとえば深刻な
問題となっている「貸し、渋り」などへの対応が困難となった。政府系金融機関
の「貸し渋り」対策融資への資金が減らされた上，財投の政策コスト分析の導
入などで特殊法人の事業見直しが進められたである O だが，地方公共団体を除
いた実質ベースでは， 20%に迫る縮減率となり，合計で43兆8，974億円発行する政
府の「財投債J(国債)発行による資金から融資を受けせざるを得なくなった。
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他方，大蔵省資金運用部に預託されていた郵貯・年金などの資金は，全額自
主運用になる結果， 500兆円を上まわる巨額の資金が金融市場で運用され，有
利性を求めるあまり，その大きな割合が株式市場で運用されるなど，国民の財
産がリスクにさらされることになった。財投計画は，一般会計の「生活関連等
公共事業重点化枠」の詳細確定に伴い，大蔵原案段階より42億円増加した。追
加融資の内訳は，国営土地改良事業特別会計に16億円，水資源開発公団に15億
円，緑資源公団に11億円で，かんがい排水事業やダム建設，水源林造成などに
充当されたのである(側8似削4心)
補論""2引1世紀の森政権~
本稿の射程距離をすでに超えた 121世紀初頭の日本資本主義」論については，
別途で論じたいと考えているが，ここでは，新世紀を迎えても，辛うじて命脈
を維持し，一方では， 1月20日に発足したブッシユ政権の世界戦略に従属的に
対応し，他方，国内的には，省庁再編をはじめ，行政「改革」や市町村合併の
推進， 2001年度予算の成立と執行， Ie-]apan重点政策Jの推進，さら
には「緊急経済対策」の強行など， 4月の森政権崩壊に至るまでの経済運営に
ついて，以下，簡単に素描しておくことにしよう。
イ圃ブッシュ政権の新世界戦略と日米関係
2001年1月20日ジョージ・ブッシュが第43代米大統領に就任したが，その就
任演説で，“弱さが挑戦を招くことのないよう，挑戦を凌駕する国防力を構築
才る"として，強大な米軍を構築して“同盟国を守り'¥“決意と力により侵
略に対処する"と宣言し，新たに展開する核戦力絶対優位をねらったNMD
(全米ミサイル防衛)やTMD(戦域弾道ミサイル防衛)の推進と合わせて， 旧態
依然たるきわめて危険な安全保障観を表明した(8九
2月16日の米英によるイラク攻撃やNMD推進などをめぐって米欧聞に亀裂
が生じたが， 3月の施政方針演説では， ABM条約を“時代遅れ"として切り
捨て，逆に“ならず者国家"の脅威を強調して，“ミサイル防衛は必要"と断
言するなど，“テロ国家"を指定して新たな軍事的戦略を強行する姿勢を示し
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た。米英首脳会談では欧州、|の軍事費増要求を表明したことなども手伝って，軍
拡を掲げるブッシュ政権のもとで， NMD受注をめぐる競争激化などアメリカ
軍需産業は活況を呈するに至ったが，ネットバブル崩壊後，株価の下落が家計
に浸透して個人消費にブレーキをかけるなど，アメリカの実体経済は悪化し，
金利引き下げも減税も，効果は限定的にとどまったのであるO 国境をこえた企
業の合併・買収が進むと同時に， リストラが進行し，労働者や下請け企業に犠
牲が及ぶに至った。
日本に対しては，コメの輸入拡大など， WTO農業交渉での市場開放や電気
通信分野の開放，公共事業でのアメリカのシェア拡大など，規制緩和や自由化
要求を強めた。これに対して，退陣が既定事実となった森首相は， 日銀の「量
的緩和」決定を手土産に日米首脳会談に臨み，共同声明でブッシュ政権の世界
戦略=NMDへの積極的支持を表明するとともに，“企業の負債と銀行の不良
債権の処理"に具体的に踏み込んだ構造「改革」や規制「改革」などを対米公
約とした。看過できないことは，新世紀初の施政方針演説で，森首相が対米公
約した有事立法の必要性を強調したことである O
2001年度予算案でのわが国の軍事費は，沖縄新基地建設や海外派兵能力を一
層高める空中給油機など日米軍事同盟の強化を積極的に容認する内容となった
が，各国から批判が相次いだ温暖化防止に逆行するアメリカの京都議定書から
の離脱に対しては，京都会議の開催国・議長国としての日本がアメリカに対し
てきっぱりとした態度で議定書の批准を求めるべき立場にあった。しかし，森
政権自身が早期批准を求めることには，きわめて消極的対応に終始した。
ロ.森政権の経済運営と支持率の凋落
新世紀の 1月5日には新省庁がスタートして， 1府21省庁から l府12省庁に
再編されたが，一方では， I天下り」構造は温存され，他方では，内閣府が強
大な権限を集中し，国土交通省は公共事業の 8割を「統括」する巨大な省とし
て再現した。
“政治主導"の上意下達めざす公務員制度「改革」の核となったのは，企画
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部門と実施部門の分離であったが，財界の意向を反映して経済・財政の基本政
策を決める機関として経済財政諮問会議が設置された。また， 3，200自治体を
3分の lに減少させようという「平成の大合併」といわれる市町村合併の推進
が企図され，道州制を含む地方自治体の広域的再編を進め，自治体の「開発会
社」化を促進するために約20億円の「合併補助金」が2001年度予算案で組み込
まれた。
KSD汚職に関連して額賀経済財政相が久世，中川辞任につづ、いて 3人目の
閣僚辞任となり，さらには，外務省要人外国訪問支援室長の外交機密費流用疑
惑が発覚したことを契機に，使途不明の官房機密費の存在が大きな政治問題と
して浮上したが，いずれも自民党政治のあり方が問われ，かっ予算そのものと
も深くかかわっていた問題であった。しかし，真相解明をあいまいなままして，
2001年度予算を強行・成立させた森首相の疑惑や腐敗に対する無感覚な政治的
資質は一層露呈されるところとなった。
社会保障は「国民の負担増」を前提とされ，失業率が高水準であるにもかか
わらず雇用給付は削減された。一方では，諌早湾干拓や農道空港など 1兆円以
上もある公共事業や 1T (情報技術)の看板をかぶせた公共事業，経営破たん
の関西国際空港2期工事などは強行され，この10年の経験でも， もともと大手
ゼネコン・大企業応援の従来型対策では景気回復につながらず，借金だけが累
積していくことが明らかで‘あったにもかかわらず，さらにその愚を重ねた。ま
た，アジアの平和の流れに反して軍事費では 5兆円が確保され，“本予算では
足りない"として「株式買い上げ機構」を設置し，銀行や大企業保有の株価の
損失を税金で補填するという大銀行・大企業応援が「緊急経済対策」の名で強
行されようとした。 “世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成"や
“教育及び学習の振興並びに人材の育成'¥“電子商取引等の促進"，“行政の
情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進"あるいは“高度情報
通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保"などを語った le-]apan重
点政策」は， 1 T予算で「行政の情報化J(~、わゆる電子政府の関係)の予算が
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半分を占め，情報設備への投資も巨額にのぼった。一方，国民があまねく情報
通信の恩恵を受けるための予算は，テレビの聴力障害者むけ字幕付放送で前年
並みであったし，テレビ・ラジオの難視聴地域解消関連は減額であった。
「緊急経済対策」は，“金融機関の不良債権問題と企業の過剰債務問題の早
期・迅速かっ一体的な解決"が第一の課題とされ，また，金庫株の解禁(自社
株の売買の自由化)や，金融機関などの民間出資による「株式買い上げ機構」
の創設など，小手先の株価対策が中心であったが，なかで、も，主要課題とされ
た不良債権処理の内容とは，銀行による企業融資打ち切りと資金回収とにあっ
た。しかし，失業は130万人，完全失業率が4.7%と過去最悪の水準を示す状況
に加えて，企業倒産も高水準で推移し，賃金カット不可避の情勢では，家計の
不安心理を増幅させて個人消費を委縮させ，需要停滞と競争激化による激しい
物価下落，デフレ傾向が強まるなど，実体経済の改善能力などは作動すべくも
なかったのである。全国民的な生活と営業の危機に直面するに至っても， rリ
ストラ効果」で大企業の利益は回復し，まさに“大企業栄えて国滅ぶ"異常事
態となった。経済対策の基本は，実体経済を立て直すことであったが， 日本の
株安をどうみるかに対する原因と結果をとり違えた森政権の無策ぶりがいよい
よ明白になってきたのである。
KSD事件や機密費疑惑など，噴出する重大事件に対応できないばかりか，
自らの進退も国民に説明できないという森首相と与党への不信感は株式市場に
も渦巻き，まさに政策・政治不況と化した。最早，小手先の株価対策などで解
決できる性格のものではなく，株価の急落は，森政権が居座りつづければつつe
けるほど，経済・財政危機をますます深刻化させるという警鐘となった。 2001
年2月の世論調査結果での森政権支持率は最低の16.4%に凋落し，自民党総裁
選の前倒し実施の日程がほぼ固まったことによって後継総裁選びが本格化した。
事実上の辞意表明， と世界にニュースが流れる中で，遂に4月26日森政権は退
陣に追い込まれ，代わって小泉政権が成立した。しかし，小泉新総裁として初
の対外的な仕事が公明党などとの連立継承の合意であったことは，小泉新政権
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の基本方向が，国民から忌避され退陣に追いこまれた森政権とさほど変わるも
のではないことを象徴的に示した。三党政権合意の冒頭に，森政権と連立与党
とがうちだした「緊急経済対策」の早急な実施をもりこんだことが，その端的
なあらわれであったといえる。不良債権処理の早期実施や株式買い取り機構の
創設など，大銀行やゼネコン・大企業応援策のさらなる具体化に結びつく，法
的措置や予算化が急がれたが，景気回復に役立つどころか失業や倒産を激増さ
せ，家計消費を一層冷やして深刻な不況をさらに長期化させることになった。
また，総裁派閥の会長として森政権を支え，自公政治の推進役となってきた小
泉自民党総裁が，首相指名を目前にした記者会見で，憲法第 9条を「改正」し
て自衛隊を軍隊として認知すること，侵略戦争への反省や政教分離の原則を無
視した靖国神社への公式参拝を公言するなど，前代未聞のことが早くも吐露さ
れ始めたのである。
〔注〕
( 1 )青木官房長官が，医者がびっくりするような超能力で小淵氏の“なにかあれば万事よろ
しくたのむ"ということばを聞き取ったことに対して，記者たちが“医者の見方との違い"
を指摘すると，“信じてもらうしかない"などと強弁するなど，胡散臭い感じが漂ってい
た。政府の説明を元に通信社が配信する「首相動静」では， 2日深夜に青木官房長官が緊
急の会見を聞くまで，小淵首相は“午前6時に起床し，公邸で終日過ごしていた"という
ことになっていた。なぜ「うそ」の情報を流したかを追及されると，政府のスポークスマ
ンである青木官房長官は慨然とした表情で，“私もそのへんは十分承知していない"と説
明を避けた (1朝日新聞J4月3日付)。
( 2 )エイズ患者蔑視発言 (1月，敦賀市)をはじめ，アメリカを"停電が起きたら必ずギャン
グや殺し屋がやってくる社会"と決めつけ (2月，所沢市)，さらには“沖縄は学校で君が
代を教わっていなかった。教組は共産党が支配していて何でも政府に反対する。地元の
(2つの)新聞もそうだ" (3月，加賀市)などと根拠のない暴言を重ねた。
( 3) 1朝日新聞J(6日付)ほか，全国紙が各6日付で，“まず成すべきは早期解散" (1毎日新
聞J)，“森首相は政策を掲げて信を問え" (1日本経済新聞J) として速やかな解散・総選
挙を要求し，地方紙では「中日新聞」が“森首相は早期解散の断行ぞ'と題し“「自公保」
連立政権も，民意を反映したものではない"と指摘した。「信濃毎日新聞」は，これまで
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の連立政権がL、ずれも民意を問わないままの組み替えであり，“きちんと選挙の洗礼を受
け，見識や力量について国民の支持を得なくてはならなLゾ'と結論づけた。「山陽新聞」
も連立政権が一度も国民の審判を受けていないと指摘し，“政党の都合でくるくる変わる
枠組みに国民の目は厳しさを増している"と述べていたo 1高知新聞」は“早期解散こそ
が責務"と題し，“次期総選挙は，自公が軸の連立政治に対する信任投票という色彩を強
く帯びる。それこそが最大の争点でもある"と断じた。また， 1西日本新聞」は，サミッ
ト前の早い時期に解散・総選挙に踏みきってほしいと注文し，“永田町の事情だけで，な
し崩し的に政権に座り続けるやり方が政治不信を増幅させているのではないか"と提起し
た。サミットの主要舞台となる沖縄の2紙は“自・公・保とL寸連立の枠組みは，国民の
信任を得ていなし、。このような形で新内閣を発足させたことについても，有権者の判断は
示されていない" (1沖縄タイムスJ)，“国民の支持なき政権が，存続していいはずはなL、。
(中略)速やかな解散・総選挙で，国民の審判を受けてこそ，堂々と将来に向けた舵取り
ができるのではないか" (1琉球新報J)などと論難した。
(4) 4月5日夜の首相記者会見 (1朝日新聞J4月6日付)。
( 5)第147回国会 (20∞年4月7日)における森内閣総理大臣所信表明演説(内閣府官邸)
( 6 )埼玉県桶川市の女子学生刺殺事件での被害者の訴えに対して警察が職務を果たしていれ
ば“刺殺は避けられた可能性があった"と県警本部長も認めて減給処分を受けた埼玉県警
の調書改ざん事件をはじめ，新潟県警の虚偽発表や岡県警に対する警察庁のカラ監察問題，
神奈川県警ぐるみの覚醒剤事件での犯人隠蔽事件など，警察行政の腐敗事件が相次いだ。
( 7 )本稿②・③項を参照
( 8 )拙稿 120世紀末の日本資本主義 (1)J (富大経済論集第47巻第 l号58~59頁)参照
( 9 )経団連「くりつぶJNo.l16 (20∞年1月13日)
(10) 1預金保険法等の一部を改正する法律J(大蔵省金融企画局資料)
(11)預金保険法「改正」での問題点として，さらに付言すべき点は， 1協同組織金融機関の
優先出資に関する法律J(第2条第1項関係)により，信用金庫・信用組合に優先出資の発
行を認め，公的資金で資本増強を図ることが，信金，信組に期待されている役割をゆがめ
てしまうことになったことである。
(12) 7月6日衆院大蔵委員会での宮沢喜一蔵相答弁。また，政府は，預金保険機構に設定した
特例業務勘定に，破綻銀行の損失穴埋め向けに7兆円の国債を交付し，問機構は必要に応
じて現金化する仕組みになっ。国債は5月末までに 1~~5 ，026億円が使われ，さらに長銀や
日債銀が受け皿会社に譲渡された時点でそれぞれ3兆円を超える穴埋めが必要となり， 7兆
円を使い切るのは必至の情勢であった。蔵相は“今年度内に(使い切る)時期がくると判
断すれば，遅滞なく措置を取る"と言明した。
(13) 1金融危機への対応」の項目を設けて，“首相は次に掲げる措置が講ぜられなければ，わ
が固または地域の信用秩序の維持に極めて重大な支障が生ずるおそれがあると認めるとき
は，金融危機対応会議の議を経て，当該措置を講じる必要がある旨の認定を行うことがで
きる"とし，以下の細目を列記した。
イ，金融機関(ロの機関を除く)の自己資本充実のための預金保険機構による株式等の引き
受け
ロ，破たん金融機関または財産をもって債務を完済することのできない金融機関に，保険金
の支払いを行うときに要すると見込まれる費用を超える費用の資金援助
ハ，破たん金融機関で債務を完済できない金融機関に対し預金保険機構が株式を取得し特別
危機管理銀行とする首相は認定を行ったときは認定の内容を国会に報告しなければなら
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(14)月例経済報告関係閣僚会議 (4月14日)では，閣僚の中から“銀行の選別融資や資金回
収の動きが依然厳しいという悲鳴が間こえている。必死に景気対策をしている時に蛇口を
閉められている。銀行の融資行動に問題があるのではないか"と銀行の貸し渋りに対する
批判がでたが，“与党三党は銀行業界の幹部との会談で融資実態を聞いたうえで，改善を
求めるとしている。ただ， 16月総選挙」が有力になっているため， 1衆院選に向けたPR
ではないか」との見方も出ている"と論説されていた (1読売新聞j2000年4月16日付)。
(15)中小・零細企業向けの小口の無担保融資を業務とする商工ローンの大手「商工ファンドJ
(東京都)が，貸付先の連帯保証人に対して根保証契約額いっぱL、の500万円の支払いを求
めた訴訟で，東京地裁は1月31日，“男性は500万円の保証債務を負担する余裕はなかった
のに，商工ファンドは男性の経済状態を十分に調査せずに保証契約を結んだ"などとし，
“男性の保証責任の限度は100万円の範囲にとどまる"と判断して，根保証契約部分のう
ち貸付先が最初の契約時に借りた1∞万円の保証部分以外の支払い請求を棄却する判決を
言い渡した (1産経新聞j2000年2月1日付)。同じく商工ローンの最大手「日栄」の元社員
による貸金業法違反事件で，警視庁生活経済課は悪質な取り立てをめぐり松田社長の指示，
命令系統について聴き， 1月20日には千葉県銚子市の銚子簡裁で脅迫的な取り立てをした
として，貸金業法違反罪などで起訴されていた元日栄東京支店社員を再逮捕し，同法違反
容疑で法人としての「日栄」に対しても2度目の書類送検をした (1共同通信j2000年2月2
日付)。 こうした商工ローンが好業績を上げ続けたのは，銀行・信金・信組，生損保や
その系列ノンバンクなどに対する利息制限法では100万円以上なら15%が上限であったの
に対して，商工ローンや消費者金融などに対する出資法では，貸金業者が“みなし弁済の
手続き"と言われる利息計算書を速やかに発行すれば債務者が納得ずくの金利の“グレー
ゾーン"と呼ばれる15%から高利の40.004%までの範囲で金利徴収を可能としたことにあっ
た。銀行の担保物件審査などによる貸し渋りに替えて，複数の保証人によって資金調達が
可能となる点で，ローンする側も便利な存在ではあったし，商工ローン側も大銀行など、か
ら低利で調達した資金を高利台で運用できて，高い収益が維持できたからである。
しかし， 99年度末に結成された「日栄・商工ファンド被害者対策弁護団」は， 日柴の貸
し金回収方法に対して申し立てを行い， 2∞o年3月下旬には日栄の貸金業免許を管轄する
近畿財務局に対して，免許停止を願い出る申し立ても行うに至った。銀行の貸し渋りのた
めに，貸金業法違反の脅迫的な取り立てなど，まさに無法の闇金融を覚悟でローンせざる
を得なかった多くの中小零細業者を食い物する悪徳商工ローンが横行したのである。
一方，商工ローンとは違って， 日掛け金融は上限金利を特例で年109.5%まで認められ，
融資額は1件50-100万円程度で，零細企業には運転資金調達の便利な存在であったが，年
109・5%という高金利が問題であった。消費者金融業者や，中小企業向けに5∞万-1000
万円程度の融資を行う商工ローン業者の貸出上限金利は2000年6月から年40.004%から29.2
%に引き下げられることになったが，日掛け金融の特例金利は法改正で見直されず，また，
出資法上，融資してはならないサラリーマンや主婦への貸し出しゃ，保証人に融資の返済
を強引に迫るなどのトラブルが多発した。中小の商工ローン業者や消費者金融業者が“に
わか日掛け金融"に衣替えした悪質な例も指摘された。上限金利が下がるため，特例が残
る日掛け金融を隠れみのに，サラリーマンなどに高利融資して，もうけようとしたのであ
る (1日掛け金融j/ 1毎日新聞j2∞o年3月31日付・東京朝刊)。
(16)アメリカの地域再投資法については， 1銀行の社会的責任」を前提に， 1日本型金融シス
テムの特徴j，1戦後復興から高度成長期の金融システムj，1安定成長期の金融システム」
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から， 1バブル期およびバブル崩壊後の金融システム」に至る戦後の銀行による金融シス
テムの変選と 121世紀の銀行像J，121世紀を生き抜くためJのあるべき条件を展望し，ア
メリカにおける金融制度改革と地域再投資法の具体的事例をあげて，新しい銀行経営の倫
理的基盤とは何かを示した服部昌久『日本型金融システムの転換~フェアな金融システム
を求めて-j(外国為替貿易研究会)参照。
(17) 1読売新聞」は，“反発呼んだ旧長銀譲渡時の「暇班担保条項J"と題して次のような論
評をした。“旧長銀は98年10月に破たんし，金融再生法に基づいて一時国有化され，事業
譲渡先を探すことになった。その際に問題になったのが，旧長銀が抱えていた「そごうJ
グループ向け債権などの扱いだ。事業譲渡を受ける側としては，将来焦げ付く恐れのある
融資などは引き受けたくない。引き受ける場合には，将来，損失が出た場合に補てんを受
けられるようにしたいと考える。ところが，金融再生法には，事業譲渡した後に発生する
損失を補てんする規定がなく，譲渡先探しは難航した。譲渡先に引き継ぐ債権から，経営
が悪化している企業向けの債権を除外すれば，譲渡先探しは簡単になるが，引き継がれず
に残った債権は，整理回収機構によって回収が始められ，この時点で融資先企業の経営が
一気に傾く恐れが強L、。 “苦肉の策"として採用されたのが，買った商品が不良品だとわ
かったら返却できるとLサ民法の考え方に基づく「暇庇担保条項」を事業譲渡の契約に盛
り込む策だった。旧長銀の事業を米リップルウッド・ホールディングス社に譲渡した際の
契約には，貸し出し債権が3年以内に2割以上減価したら，預金保険機構がこの債権を簿価
で買い戻すという内容の条項が採用された。そごうの経営が行き詰まり，融資金融機関に
債権放棄を要請する中で，新生銀行は同条項を活用して預金保険機構に「そごう」向け債
権の買い取りを要請した。預金保険機構も応じざるを得ず，そのうえで「そごう」破たん
の直接の引き金を引くことを避けるには， 1そごう」から要請されている債権放棄にも応
じる必要があると判断，金融再生委員会もこれを了承した。結局，“暇班担保条項でもっ
けなければ，だれも旧長銀を買ってくれなかった" (金融再生委員会幹部)状況の中で，
旧長銀の民間への譲渡を実現するために生み出した策が，一連の騒動につながったと言え
る"(2000年7月12日付)。
(18)日経連の奥田碩会長(トヨタ自動車会長)でさえ， 1そごう」などに対する銀行の債権
放棄について，“責任を取るべき人が責任を取らなければならない。銀行の方も債権放棄
で損失を出したのならば責任問題が出るのではないか"と述べて銀行の経営責任を明確に
すべきだとの考えを示し，また，バブル期の放漫経営などで行き詰まった企業の救済で，
“公的資金の注入を受けた銀行が大型の債権放棄に応じるとすれば，モラルハザード(倫
理の喪失)だ"と銀行の経営姿勢を批判した (1朝日新聞J20∞年6月2日付東京朝刊)。
“「そごう」破たん，新たな国民負担200億円も"との見出しで，“「そごう」が12日，民
事再生法の適用を申請したことで，国による970億円の「そごう」向け債権の放棄問題は
白紙となったが，一方で，新たな国民負担が生じる懸念が生まれることになった"と報道
された (1読売新聞J20∞年7月12日付)。
(19)テレビ朝日系番組「サンデープロジェクト」出演の元大蔵省財務官榊原英資氏発言
(20∞年4月9日放映)
(20) 2001年1月の省庁再編時には，金融庁は，上に置かれた金融再生委員会の廃止にともな
い，その機能を合わせて内閣府の外局となった。
(21)都内での講演後の「暇庇担保特約」についての記者会見 (1朝日新聞J7月28日付)。
(22) 1朝日新聞J4月16日付。
(23) 4月24日衆院予算委での森首相答弁。神道政治連盟国会議員懇談会とは， 1970年5月に結
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成され，神社本庁の政治団体である神道政治連盟とともに元号法制化，侵略戦争に対する
反省・謝罪の国会決議阻止， 1日の丸・君が代」法制化などに取り組んできた組織であっ
たが， 2000年当時の会長は綿貫民輔(旧小測派会長)であり，森首相は顧問であ|った。
(24) 1948年6月19日衆参両院「教育勅語の排除・失効確認」決議
(25) 1神の国」発言をめぐる4月26日の記者会見。森喜朗首相は， 1青嵐会J(1973年「自主独
立の憲法を制定」などを実現するため旗揚げした集団)創立メンバーであったが，“人間
の基礎的な教育は戦前に受けた。ぼくらは(中略)戦前の人間教育を受けているというこ
とで，むしろ教育の判断をしなければならない" cw青嵐会~血判と憂国の論理市Jl)など
と，戦前教育から判断をする必要があると， 1神の国」や「教育勅語」と同趣旨の発言を
繰り返していた。また， 1神の国」発言を行った神道政治連盟国会議員懇談会の綿貫民輔
会長(自民党元幹事長)は，“意図的な曲解の報道"と攻撃し，“何らとりたてて問題にす
るほどのものではない"と擁護し，亀井静香政調会長も“間違ったことはいっていない"
と発言するなど，自民党内でも森首相と同様の居直りが目立ったのである (25日自民党所
属議員への配布文書)。
(26)自公保連立を「評価するJ25.0%に対して「評価せず」叩%と過半数以上が!1ノー 」
であったし (4月7日付共同通信社世論調査)， 7月の森内閣支持率は21.4%，不支持率は
56.9%であった (1時事世論調査」結果)。
(27)総選挙結果については， 1朝日新聞Jr毎日新聞J(6月26日付)による。尚， 1総選挙結
果についてJ(全国労働組合総連合事務局長「談話J6月初日)参照。
(28) 1朝日新聞J6月26日付社説
(29) 1毎日新聞J6月26日付社説
(30) 1朝日新聞J6月27日付社説
(31) 1読売新聞J6月29日付の世論調査では，森首相が首相を続けることへの賛否を聞いたと
ころ， 1反対J1どちらかといえば反対」が合わせて65.1%で， 1賛成J1どちらかといえば
賛成Jの20.7%を大きく上回り， 1森首相に期待しなLリという人も73.4%と， 1期待するJ
の20.2%の3倍以上にのぼった。
(32) 1朝日新聞J6月29日付の世論モニター調査では，総選挙後も自公保「連立政権が続くの
はよL、」が24.0%で， 1よくなL、」が58%と2倍以上であり，森首相が「信任された」と思
う人は26%，1信任されていなLリが60%であった。
(33)逮捕された中尾元建設相と贈賄側の若槻建設元会長の2人を最初に引き合わせたのが
「イトマン事件」の許栄中であった。許被告は若築建設を傘下に持つ石橋産業側から巨額
の約束手形をだまし取ったとして， 96年3月に詐欺の疑いで特捜部に逮捕，起訴された
(1朝日新聞J1996年6月30日付)01イトマン事件」とは，大阪の中堅商社|日イトマン(住
金物産に吸収合併)から会社を私物化した同社元社長河村良彦，元常務伊藤寿永光が絵画
取引やゴルフ場開発の名目で数百億円単位の資金を引き出し，バブル経済の崩壊とともに
発覚して「イトマン」に回復困難な損害を与えて消滅させた“戦後最大"といわれた経済
事件ある。商法の特別背任罪などに問われた河村良彦，元常務の伊藤寿永光両被告に対す
る大阪高裁の控訴審判決 (2002年4月23日)は，河村被告を懲役7年，伊藤被告を懲役10年
の実刑とした99年の大阪地裁一審判決を支持し，両被告の控訴を棄却した。事件のもう一
人の「主役」とされ，特別背任と法人税法違反の罪に問われた許永中被告も大阪地裁で
2001年3月に懲役7年6カ月の実刑判決を言い渡されて控訴している (1朝日新聞J2002年4
月23日付)。
(34)金丸事件については，“「論説」政界腐食の金権体質を断て"と題して，“東京佐川急便
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事件の政界ルート捜査が急進展をみせる中で，自民党の金丸副総裁が27日午後，緊急記者
会見をして，佐川マネー5億円の受領を認めると同時に，自民党副総裁と竹下派会長をい
ずれも辞任する意向を明らかにした"などと報じられた (1共同通信J1992年8月27日付)。
また，毎日新聞社は，“清水建設の献金リスト入手，実力者ズラリ， 57人を5ランクに，
SA は「金・竹J"と題して，金丸信の脱税事件で東京地検特捜部の家宅捜索を受けた総
合建設会社(ゼネコン)のうち清水建設が作成した5ランクの政治献金リストを掲載し，
“献金リストの原簿は手書きで， 20日に捜索されるまで・東京都港区の清水建設本社に保管
されていた。副会長，専務，常務ら1人の担当役員別に57人の政治家名が記載され，それ
ぞれにSA， A， B， C， Dのランクが付いていた。関係者によると，担当役員は特捜部
の事情聴取に対し，盆と暮れの政治献金先を書いたもので， S A は献金額1，000万円， A
500万円， B300万円， C200万円， D100万円と説明。一部の政治家に対しては，ランクに
基づいて金を届けたとの供述を始めているという。献金リストでは， SAは金丸前副総裁
と竹下元首相の2人。 Aランクに，宮沢首相，渡辺外相や中曽根元首相，自民党の小沢元
幹事長，三塚政調会長ら実力者6人が名を連ねる。 Bランクは13人で，後藤田法相，中村
建設相，海部前首相，梶山静六自民党幹事長も登場。 Cランク 12人， Dランクは野党1人
も含め24人になり，この中に閣僚3人も含まれている。首相，建設相経験者や自民党の実
力者など，建設省や建設業界への影響力が大きい政治家ほど高ランクに位置付けられてい
る。中曽根事務所は献金を認め，宮沢，小沢両事務所は否定している。他のゼ、ネコンも清
水建設と同様に，ランク付けをして政治献金をしていたとみられ，社内では使途不明金な
どとして処理していた"と報道した (93年3月26日付)。
(35)建設省の指名競争入札制度は，アメリカからの市場開放圧力で， 94年度の公共事業から
一定の実績がある業者は自由に参加できる「原則一般競争入札」に変更されたが， 96年で
は，一般競争入札は6億5.000万円以上が対象で，それ以下は指名競争入札が続けられてい
fこ。
(36) 6月26日夜のNHK番組
(37)帝国データパンクでは，“負債4兆2，643億2，100万円へ急増，初の4兆円突破，倒産1，617
件，今年2番目， 7月としては戦後3番目の高水準"としている (2∞o年7月「全国企業倒産」
報)。
(38) 1そごう」経営の危機は，無理な庖舗拡大路線によって借入金を大幅に増やしていった
ことが主要な要因であったが， 1バブルの崩壊による地価下落に加えて，長びく消費不況
による消費者の大手百貨庖離れなどによって巨額の債務超過に陥ったのである。経営危機
を招いた最高責任者水島広雄前会長は， 1そごう」のメーンパンクの日本興業銀行出身で
あり， 1962年に社長就任以来， 2000年に引責辞任するまで経営トップとしてグループに君
臨した。 94年ごろから経営危機が深刻化するなかでも，社員にはリストラを押しつけなが
ら，役員報酬や給与などで年間億単位の収入をむさぼり，この10年間で40億円にものぼっ
たといわれる。警視庁は，水島広雄前会長を差し押さえを免れるため資産の一部およそ1
億5，500万円を隠したとして強制執行妨害の疑いで逮捕した，と各紙が報じた (1共同通信」
2∞o年5月25日付)。
(39) 1日本経済新聞J(7月4日付)
(40) 1瑞庇担保特約」を結んだ理由は，長銀の場合，一時国有化して，不良債権は3兆6，000
億円もの税金で穴埋めしたうえで，米国系投資グループに売却する際に，資本注入など
5，000億円近い「持参金」をつけ，さらに，譲渡後に出た損失についても国が丸抱えで負
担する「特約」にまで至ったことにあった。買い手も売り手も“全部税金でみてもらえる"
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ということでモラルハザード(倫理欠知)に陥り， 1特約」にまで行きついてしまったの
である。
(41)民事再生法の適用を申請した「そごう」グループへの国費投入問題をめぐって，衆院大
蔵委員会の集中審議で，野党側は，膨大な税金の投入を招く制度を見直し，国と新生銀行
との聞で交わされた「暇班担保特約」を破棄するよう求めた (1朝日新聞J2000年7月18日
付)。帝国データバンクも，“国による債権放棄が世論の反発で封じられた。その底流には，
日常化した銀行の債務免除に対する「借金棒引き」批判がある。実際，これまでに債権放
棄した企業の信用は回復していなL、そもそも債権放棄は銀行の当面の損失を最小限にと
どめるためで，企業の信用回復と再建への現実的な手法ではない。金融界の内部でも債権
放棄を忌避する雰囲気が強まっている。債権放棄は下手をすると銀行自身の墓穴を掘るこ
とにもなりかねない「禁じ手」であるというわけだ"と論じている (2000年7月「全国企
業倒産」報)。
(42)拙稿 120世紀末の日本資本主義 (I)J( r富大経済論集』第47巻第1号59頁)参照
(43) 1雪印食中毒事件の原因」については，“雪印乳業大阪工場の乳飲料による集団食中毒
事件で，大阪市は28日，黄色ブドウ球菌による汚染の原因を屋外で行われた脱脂粉乳の溶
解作業など4つに絞り込んだ，と発表した。市は来月中旬にも，細菌学や食品衛生工学の
研究者と保健所長ら約10人で構成する原因究明専門家会議を発足させ，汚染原因の特定を
急ぐ。市が汚染原因の可能性があると指摘したのは 1.脱脂粉乳の溶解と貯乳タンクへ
の投入作業 2.期限切れもあったとみられる返品の再利用 3.調合室の設備や製造ライ
ンの洗浄不足 4.これらの複合汚染，の4点。特に1と2の作業は屋外で手袋もせずに行わ
れており，細菌汚染と製品温度の上昇による菌増殖の恐れが高いとみている。また，各自
治体からの報告を受け実施している発症者数の集計は7月末をめどに打ち切り，医師など
約10人でつくるグループで患者の認定基準を作り，最終的な被害者数を確定する。発症者
は28日現在で約14，700人に上っているが，市は「潜伏期間が黄色ブドウ球菌の食中毒より
長い人も多く，全員が被害者とは言えない」として，個々の発症状況などを精査するとし
ている"と報じられた (1京都新聞J2000年7月31日付)。
(44)経団連会長今井敬 121世紀のわが国の経済新生に向けてJ(20∞年6月8日J経団連「くりつ
ぷJNo.126) 
(45)経団連第62固定時総会6月28日総会決議 121世紀の経済新生に向けたわれわれの決意」。
その「決意」では，“政府には，企業の経営革新を推進するため，金融システムの安定・
強化，商法改正，連結納税制度の導入，規制改革の一層の推進など環境整備が求められる'¥
“年金，医療，介護，福祉に関する負担と給付のあり方を抜本的に見直し，世代間・世代
内の負担の公平を図りつつ，持続可能な社会保障制度を確立すべきである"“社会保障
制度の確立のため，退職金・年金制度を見直す"“産業技術力の強化等の基盤整備を推
進する"ために，“高コスト構造の是正を進めるとともに， IT革命に対応した法制の見直
し，組織体制の整備等を迅速に進める必要がある"“教育改革"のために，“創造的で国
際的に通用する人材を育成"“産業界としても，採用・昇進等の人事政策の見直し"
教育改革への協力を行なう。 “アジア各国の更なる発展に貢献するため企業聞の連携を強
化し，人材育成，裾野産業の育成に協力する。その際，官民が協力して，留学生の受入・
派遣など人材交流に努め，外国人労働者の受入れ問題についても検討を開始する"など，
同様の「提言」が示された。
(46) 1朝日新聞」は“遊説で「政策の森」に変身?"と題して，“首相は14日の大阪での遊説
でも， 1 T革命の重要性を訴え，九州・沖縄サミット(主要国首脳会議)では 11T憲章J
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をまとめる考えも示した"とか，“首相は 18歳の子供から80歳のおじいちゃん，おばあちゃ
んまでインターネットを使えるようにする」と説明"また“2001年度までに全国の小中
学校に， 2005年度までに全教室にインターネットを接続し，政府も2003年度からインター
ネットで住民登録などができる「電子政府」を目指すという。さらに，反響が大きいのは，
10日に初めて唱えたNTTの完全民営化と，電気通信事業法と放送法の融合だ。自民党の
野中広務幹事長もNTTドコモ株の売却を言い出したため，より現実味を持って広がった"
などと報道していた (2∞o年6月15日付)。
(47) T V朝日電話世論調査 (8月6日放送・調査8月5日(土)・ 6日(日)・全国125地点・層化2
段無作為抽出・対象1，000人・有効回答率59.3%) 
(48)三菱信託銀行からの利益供与が明らかになった28日の時点では，政府・自民党内では
“すでに調査済みであり，法令違反ではなLゾ'として，進退を問わない考えが大勢だった
が，その後，マンション業界大手の「大京」側から1億円の資金提供を受けた問題が発覚
し，森首相らは“事前に十分に知らされていなかった"などと弁明して，更迭を決断せざ
るをえなくなった (1毎日新聞J8月4日付)。
(49)全労連(全日本労働組合連合会)も，汚職を防止する「あっせん利得罪」の立法化とと
もに，住民参加を前提にした公共事業の必要性，採算性，環境への影響の3点から計画・
事前・事後3段階にわたって評価・点検する「事業評価制度」を導入して根本的に見直す
ことを要求した(森首相あての 12001年度予算にたいする要求書J2000年1月24日参照)
(50)第150回国会における森内閣総理大臣所信表明演説 (20∞年9月21日)
(51)日本教職員組合は書記長戸田恒美名で「少年法『改正』法案成立にあたって」と題した
談話を発表し (2000年12月13日付)，“義務教育段階の子どもを刑事罰対象年齢に組み入れ
ることは，社会防衛的観点からも規範意識の育成という点からも，有効であるという積極
的根拠は法案審議を通じて明らかにならなかった(中略)国連・子どもの権利委員会の求
める少年司法とは逆方向に踏み込む「改正」法である"と批判した。
(52) 2005年までに 11T革命」を完成する「政策大綱原案」として， NTT接続料問題の解
決，積極財政堅持， 1質的な財政改革」などがめざすものとされた (1時事通信J6月30日)
参照
(53)経済対策閣僚会議「日本新生のための新発展政策J1日本新生のための新発展政策の効
果，財政措置」決定 (2∞0年10月19日)。
(54)経済対策閣僚会議「日本新生のための新発展政策の効果，財政措置・別紙」参照。 1T 
推進のl兆円も，ほとんどがパソコンや高速通信網の整備などのハード主体で，どのよう
にして多くの国民が 1T社会へ対応するかというソフト面での準備に関しては技能講習な
どによる 11T国民普及運動」を掲げるだけの稀薄な内容であり， 1人材」の育成という
教育「改革」に依存するものであった。
(55) 1公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律J(2000年1月29日)
第l条(公職者あっせん利得)
① 衆議院議員，参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長(以下「公職に
ある者」という)が，国若しくは地方公共団体が締結する売買，貸借，請負その他の
契約又は特定の者に対する行政庁の処分に関し，請託を受けて，その権限に基づく影
響力を行使して公務員にその職務上の行為をさせるように，又はさせないようにあっ
せんをすること又はしたことにつき，その報酬として財産上の利益を収受したときは，
3年以下の懲役に処する。
② 公職にある者が，国又は地方公共団体が資本金の2分のl以上を出資している法人が
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締結する売買，貸借，請負その他の契約に関し，請託を受けて，その権限に基づく影
響力を行使して当該法人の役員又は職員にその職務上の行為をさせるように，又はさ
せないようにあっせんをすること又はしたことにつき，その報酬として財産上の利益
を収受したときも，前項と同様とする。
第2条(議員秘書あっせん利得)
① 衆議院議員又は参議院議員の秘書(国会法(昭和22年法律第79号)第l32に規定す
る秘書をいう。以下同じ。)が，国若しくは地方公共団体が締結する売買，貸借，請
負その他の契約又は特定の者に対する行政庁の処分に関し，請託を受けて，当該衆議
院議員又は当該参議院議員の権限に基づく影響力を行使して公務員にその職務上の行
為をさせるように，又はさせないようにあっせんをすること又はしたことにつき，そ
の報酬として財産上の利益を収受したときは， 2年以下の懲役に処する。
② 衆議院議員又は参議院議員の秘書が，国又は地方公共団体が資本金の2分のl以上を
出資している法人が締結する売買，貸借，請負その他の契約に関し，請託を受けて，
当該衆議院議員又は当該参議院議員の権限に基づく影響力を行使して当該法人の役員
又は職員にその職務ヒの行為をさせるように，又はさせないようにあっせんをするこ
と又はしたことにつき，その報酬として財産上の利益を収受したときも，前項と同様
とする。
第3条(没収及び追徴)，第4条(利益供与)，第5条(国外犯)，第6条(適用上の注意)は省略。
(56) 1東京新聞J1月10日付
(57)中川官房長官にかかわる報道を主な契機として，自民党は党内に「報道と人権等に関す
る検討委員会」や「放送活性化委員会」を設置し，メディ対策や規制に乗り出してきた。
その延長線上に， 2∞2年5月現在の「個人情報保護法案」が位置づけられるのである。と
ころが，森政権時代の 11T基本戦略」や 11T基本法」には，真の意味での「個人情報
保護」はなかったことを指摘しておく必要がある。
(58) 1999年度「厚生行政年次報告」参照
(59)犠牲にさらされる高齢者の多くが，所得も資産もきわめて少ない状況におかれ，高齢者
の76%が住民税非課税者であり，連続した社会保障の改悪が，老後生活をどん底に陥れる
危険さえあった(厚生省「国民生活基礎調査J99年度度版)
(60)厚生省「改正健康保険法等の概要」および厚生省 121世紀の医療保険制度~抜本的改革
の方向J(1997年)参照
(61) 2000年1月シンガポール開催ASEANの le-ASEAN枠組合意J(1日・
ASEAN首脳会議・ 1Tに関する日本側プレス発表」外務省データ)
(62) 1高度情報通信ネットワーク社会形成基本法J(全4章35条・ 2∞o年12月1日制定， 2001年
1月6日施行)0 1 T (情報通信)政策で重大なことは， 99年8月成立の通信傍受法 (1盗聴
法J) との関連であり，先進国政府・軍による盗聴技術の向上と盗聴活動の正当化，相手
国ネットワークの機能低下・破壊，これと連結したハッカーの侵入技術と防衛技術，ウィ
ルスとワクチンの同質，表裏一体となっての攻防などであるが，これらの点については，
長田好弘 Ir1 T j)革命と国民生活・社会の発展J( r経済j)2∞o年1月号)での指摘を参
照。
(63) 1 T政策にもとめられる民主的基本視点と課題については，山下唯志 11Tの発展とそ
の国民的活用の道J( r経済j)2001年2月号)参照
(64) 日本商工会議所「補正予算の編成および早期成立に関する要望J(2000年10月19日)
(65) 2000度「一般会計補正予算(第l号)等について」および第150回国会における宮津大
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蔵大臣の財政演説「我が国の財政の現状J1平成12年度補正予算J(20∞年1月10日財務省)
(66)財政法第6条の規定“各会計年度において歳入歳出の決算上剰余を生じた場合において
は，当該剰余金のうち， 2分のlを下らない金額は，他の法律によるものの外，これを剰余
金を生じた年度の翌翌年度までに，公債文は借入金の償還財源に充てなければならなL¥"。
(67)宮沢喜一蔵相はi衆院本会議での財政演説で補正予算案の提出について，“公需から民
需への円滑なバトンタッチに万全を尽くし，景気の自律的回復に向けた動きを本格的回復
軌道に確実につなげるとともに，我が国経済の21世紀における新たな発展基盤の確立を目
指す"などと所信表明した (1第150回国会における宮津大蔵大臣の財政演説J1月10日)。
必要であった処方筆は，剰余金1兆403億円の50%を財政法第6条の規定にしたがって国債
償還に当て，残りの50%を国民生活の緊急支援に充当することにあったといえる。大企業
回答については， 1日本経済新聞J(10月25日付)
(68)宮津大蔵大臣“最近の経済情勢と「日本新生のための新発展政策J" (1第150回国会に
おける財政演説J1月10日)。また，個人消費が“足踏み"あるいは“横ばL、"といった
判断は，政府の調査機関などでも続いたが (2∞o年10月「月例経済報告J)，補正予算案で
個人消費に関わるものは，災害対策や住宅対策などごく一部にすぎなかった。
(69)森政権は，高齢者医療「改正」によって2001年1月から国民に年間約3，000億円の新たな
負担をかけ，さらに， 2∞o年10月からは介護保険料の徴収をはじめ， 1年後に2倍に引き上
げることにしていたが，その上に介護利用料負担が重複した。 2001年度には介護だけで
1兆2，000億円の国民負担増となり，さらには，年金改悪で約1兆円も支給額の削減であっ
た。これら介護，医療，年金の改悪によって， 2001年度には約2兆5，ωo億円もの新たな国
民負担が増大することになって，消費抑制を一層促進させ，景気回復をさらに遅延させる
要因をつくったのである。
(70) 12001年度の経済見通しと経済運営の基本的態度J(2000年12月19日閣議了解)。第150田
国会における宮津大蔵大臣の財政演説とほとんど同一内容であった。
(71)拙稿 120世紀末の日本資本主義 (3)Jの1(1)1橋本政権の6大『改革』路線と列島『グ
ランドデザインJ ( r富大経済論集』第47巻第2号)参照
(72)支持率 (1毎日新聞J12月12日付) ・退陣要求率 (1日本経済新聞J12月13日付)
(73)経団連 121世紀を展望した税制改革に向けてJ(7月13日「経団連くりつぷJNo.128) 
(74)厚生年金基金や税制適格退職年金など，従来の確定給付型年金では，加入した期間や給
与等であらかじめ給付される金額が決まっていたが，会社は将来の給付のために毎月の掛
け金を準備し，運用結果によっては積み立て不足が発生することも予想され，そのような
場合には，掛け金を追加して不足分を補うなどの対応を求められた。ところが，運用環境
が低金利や株価低迷などの状況では，運用利回りが当初の予想を下回る場合があるために，
掛け金が上昇して会社の負担増となる場合や，一部には給付を引き下げる会社が生じてき
た。このことが確定拠出年金の要請されるに至った最大の要因である。また， 2001年3月
期からは，退職給付会計が導入されたことにより，積み立て不足は会社の費用として公表
することが義務づけられたために，会社にとって財務上の影響が大きく，何らかの対応策
が要請されたことも大きな要因となった。森政権崩壊後の小泉政権のもとで策定された確
定拠出型年金法案が2001年5月に成立する(法律第88号)。
(75)経団連「今後の税制改正に対する提言J(93年10月)
(76)税制調査会「わが国税制の現状と課題--21世紀に向けた国民の参加と選択--J(7月14日)
(77)全国税税研中央推進委員会「政府税調『中期答申』批判J(2000年7月)参照
所得税最高税率は， 1969年以降の75パーセントから1987年には60パーセントに切り下げと
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なり，その後1999年には37パーセントと切り下げられた。法人課税では，租税特別措置が
温存され， 1984年4月以降，基本税率的3パーセントから1999年4月30パーセントに引き下
げられた。 1980年代後半からはじまる消費税の導入，利子所得への一律分離課税，所得税・
住民税の最高税率や法人税率の引き下げなど，一連の税制改革が税負担能力の格差をもた
らし，租税のもつ所得の再分配機能を著しく低下させた結果， 2000年度予算では，消費税
と法人税の国税の税目別収入構成比は共に約20パーセントとなった。直間比率は60対40で
直接税の比重が減少し，消費税は1989年に税率3パーセントで導入され， 1997年に5パーセ
ント(地方消費税含む)となり， 2∞0年度には地方消費税とあわせ12兆3998億円(国税
9兆8560億円 地方消費税2兆5438億円)が国民の負担となったのである。
(78) 20∞年12月19日閣議決定の「予算編成方針」
(79)川辺川ダム(熊本県)や徳山ダム(岐阜県)など，必要性や採算性が見こめないと指摘
されている数多くのダム建設費にも2%増の3，429億円が計上された。
(80)厚生省が 121世紀の医療保険制度~抜本的改革の方向-Jなどで描いていた構想は，サ
ラリーマンの3割自己負担，すべての高齢者からの保険料徴収と2割負担への引き上げで-あっ
た。 2002年5月現在の小泉政権によって，この構想、が強行されようとしている。
(81) 1国立病院・療養所の再編成・合理化の基本方針J(1985年3月29日付閣議報告， 1996年
11月見直し)
(82) 1平成13年度予算及び財政投融資計画政府案」参照
(83) 1資金運用部資金法等の一部を改正する法律J(2∞o年5月24日成立)
(84) 2001年度「財政投融資計画」・「予算及び財政投融資計画の説明」・「財政投融資計画の概
要」・「財政投融資計画の特色J・「財政投融資計画の概要(機関別)J・「財政投融資三表」
など参照
(85) 2001年1月20日ジョージ・ブッシュ大統領就任演説(在日アメリカ大使館document)
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